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Ⅰ 法人の特徴 
 

本学は、本部･経済学部（大学院博士課程前期・後期を含む）を彦根に、教育学部（大学

院修士課程を含む）を大津に置く２学部２キャンパスより成る、比較的小規模の教育・人

文社会系の大学である。しかし、各々に明治以来の伝統を持つ教育機関を前身とし、教育

研究面で着実な成果を上げてきた。特に、経済学部は１学年定員 550 名、６学科を擁する

国立大学としては最大規模の経済学部として、確かな地位を保ってきた。両キャンパスが

離れているという不利な面を克服するために法人化後は、教養教育をはじめとする全学共

通科目の充実、担当教員の相互乗り入れなど、一つの大学としての実質化を図ってきた。 
本学の教育研究上の特筆すべき点をあげると、まず本学は琵琶湖を擁する「環境創造県」

滋賀県に立地する大学として、琵琶湖をはじめとした環境の保全と創造を中心に、地域に

かかわる諸研究に総力で取り組んでいる。第二に、国際化の時代にあって特に重要性が増

している身近な外国である、東アジア－太平洋地域の社会、経済、教育、文化等の分野で、

グローバルな広がりをもった個性あるプロジェクトを推進している。また、社会経済の発

展とともに発生する様々なリスクを社会科学的に解明するという課題にも全学的に取り組

んでいる。 
 こうした特徴を活かしながら、「実学の重視」を基調に、地域の歴史や文化への理解と国

際的な視野を持ち、豊かな教養と高い専門性を備えた職業人を育成することを目指してい

る。 
 さらに、これらの教育と研究の総合的な取り組みをもとに、地域の振興や文化創出の中

核として、また、教育･経済の各分野における学術交流や教育支援の国際的な拠点として、

社会貢献活動、国際交流事業を全学的に組織し、社会に開かれた大学として更なる貢献に

努めることを中期目標に掲げている。これらの目標を具体に実現するために多くの活動を

展開してきた。以下に、特徴的事項をあげる。 
 ① 中期目標・中期計画に掲げる環境、東アジア、リスクをテーマとする教育研究を重

点的に推進している。 
 ② 各種の競争的研究資金の獲得を大きな目的として、「教育改革室」と「教育研究プロ

ジェクトセンター」を設置し、教員と事務職員の連携を強化する運営体制を作り上げ

た。その結果、これらの努力は、ⅰ）特色 GP「琵琶湖から学ぶ環境マインド－」、ⅱ）

現代ＧＰ「知識創造型ユビキタスな学びプロジェクト」、ⅲ）教員養成 GP「『実践力

診断講座』による教員の資質向上」、ⅳ）魅力ある大学院教育イニシアティブ「リス

クリサーチャー養成の教育プログラム」の４種類の競争的教育研究資金の獲得となっ

て結実した。４種類の競争的資金の同時採択は、本学の規模からすれば全国的にも極

めて稀有なことであり、現在、着実にそれぞれのプロジェクトが成果を上げている。 
③ 環境については、特に力を入れ、教育面では全学生に調査艇を利用した湖上体験学

習を課し、環境保全では大津キャンパスで ISO14001 認証資格を取得した。また、研

究では国際湖沼委員会（ILEC）、滋賀県立大学と連携して「びわ湖流域ガバナンス」

プロジェクトが特別教育研究に採択されるなど、環境に関する事業を大学挙げて支援

している。 
④ 東アジアを重視した教育研究活動の展開としては、国際センターを拠点に、東北財

経大学、韓国啓明大学との学術研究交流、学生語学研修、環境、リスク等を主要テー

マとする国際シンポジウムの開催など、活発な国際交流を展開している。特に、東北

財経大学には滋賀大学大連オフィスを開設し、研究、交流の拠点としている。 
⑤ 教育研究活動の活性化のために、全学的な視野から必要とされる学長裁量人事と特

任教員の採用を実施している。環境総合研究センターに国際的に評価の高い教員を招

聘し、国際センターや産学連携推進の分野において特任教員を採用した。 
⑥ 学長は年度当初に、その年度の大学運営の重点課題と方針を全学に提示し、幹部職

員合同会議において、意識の共有化を図り、全学に浸透させるなど、学長としてのリ

ーダーシップを発揮する大学運営を行っている。 
⑦ 地域との連携を目指し、「滋賀大学サテライトサロン」、「ぶらっと彦根･町ナビシン

ポ」、等の各種の事業を展開している。また、産学共同研究センターにおいては、産

学連携セミナー「技術経営（MOT）のすすめ」を開催するなど、積極的な活動を展開

している。 
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価 
 

１ 教育に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「教育の成果に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 
   ○小項目１「国際的な視野と地域社会への視点を有し、人間性豊かな教養を備えた専

門性の高い職業人を養成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「理念の実現のために、全教育課程におけるカリキュラムを柔構造化し、

知の教育だけではなく、応答責任、説明責任、実行責任、批判・改革･提言等の

能力を育成する。」に係る状況 

 

滋賀大学に対するアイデンティティーを醸成し、本学で学ぶ意欲を高めるた

めに、全学共通教養科目の特定主題分野を新しく設け、内容の充実を図った。

また、大学入門セミナーの内容について検討し、キャリアデザイン的な内容を

盛り込んだ共通テキストを作成して、論理的推論能力等、大学で学ぶための基

礎能力の育成を図った。 

教育学部では、17 年度から新カリキュラムを実施し、学校支援ボランティア

や教師インターンシップ等の制度を整備して、学生が教育現場で体験する機会

を増やし、教育現場で活動する体験を増やした結果、教職に対する見識を深め、

将来の職業に対する責任感が高まったと感じる学生が増加した（別添資料

1-1-1-1-1 p1）。また、経済学部では、三階層型の体系的カリキュラムを導入

し、実践的変革能力を育成するために、プロジェクト科目の設定、同窓会組織

による「リーダーシップ論」等を開講した。このような改革努力の結果、全国

学生証券ゼミナール大会での優勝（18 年度）、第６回日経ストック・リーグ入選

（18 年度、株式投資研究会）、19 年度 SIFE 日本大会で優勝など、学外において

も高い評価を得るという成果をあげている（別添資料 1-1-1-1-2 p1）。 
 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

全学共通教養科目の再編を行い、新たに導入した特定主題分野において、国際

性、地域性、ライフデザインを重視した科目を開講した。 

教育学部においては、17 年度から実施した新しいカリキュラムによって、教職

に対する意識の高い人材を育成することができた。また、経済学部においては、三

層構造カリキュラムの導入や同窓会組織による「リーダーシップ論」などを開講し、

専門性の高い職業人の養成に努めた。その結果、問題解決能力、プレゼン能力や応

答能力に優れた人材を育成することができた。 
 

○小項目２「現代の社会的ニーズの変化に適合した人材を養成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「教育学部では、地域の教員養成・研修の中核的責任を担い、教育委員

会や学校との連携をさらに深めるために、地域教育支援機能を拡充・強化し、

地域の中核的教員養成学部（ティーチャーズ・センター）として充実・発展を

めざす。これを基幹的目標と位置付け、その構想を早期に具体化する。」に係る

状況 
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資料 1-1-2-2-1 

（出典：経済学部学修 navi 2007（抜

粋） 

 
教育委員会や学校との地域連携の取り組みを推進するため、学部横断的な支

援体制として、地域教育支援室を設置するとともに滋賀県教育委員会と人事交

流を行い、17 年度より助教授を受け入れて県教委との連携を強めた。地域教育

支援室では、教員養成、教員研修、教育実践研究、学校支援に関わる事業・プ

ロジェクトに力を注いできた（別添資料 1-1-2-1-1 p2）。県教委と協力して、

毎年 50 件程度の 10 年経験者研修講座や中高生及び中学校・高等学校教員を対

象とする出前講義を実施するともに、大学キャンパスで高校生を対象に毎年５

講座からなる高大連携講座を開講した。また石山小学校、栗東市、大津市の小

中学校等と連携し学校支援ボランティアの制度を整え、毎年 80 名程度の学校支

援ボランテｲアを派遣してきた。その結果、学生の教職に対する意識・意欲が向

上した（別添資料 1-1-1-1-1 p1）。また、本学の取り組みが 19 年度に文部科学

省の委託教員養成改革モデル事業に採択されるなど、実践力ある教員を養成す

るという目標に対し具体的な成果を上げてきた。 

 
    計画２－２「経済学部では、建学の精神「士魂商才」を現代にいかした、「国際的

な視野を持ち、環境に配慮しつつ地域社会にも貢献できる深い専門知識を持っ

た経済人＝グローバル・スペシャリストの養成」を教育理念としているが、そ

のための弛まぬ教育システムの改革を行う。」に係る状況 

 

学部の教育理念の達成のため、16 年度カリキュラム改革を実施した。この改

革は、第一に、国際性・学際性・総合性及び実践的変革能力の育成の基礎づく

りのために、方法論的基盤となる科目をコア科目として設定した。第二に、そ

の応用力を体系的に身につけるための専門段階を、体系的学習を促進する専門

コース制と、少人数教育（演習）や実践的科目など実践演習的科目によって構

成している。さらにこれらの学習の

ガイダンス機能を持つ第一層導入教

育の整備を行った。この改革に加え

て、SA 制度の導入、学習支援室の整

備、全講義検索システムの継続的改

良など学習支援ための環境整備も実

施した。 

16 年度に導入した新カリキュラム

は、学科横断的構成とすることによ

り、総合的な視野からの学習を可能

とした。同時に、三層構造とするこ

とにより、体系的に専門性の獲得を

目指している。さらに、学部上級生

を授業補助として参加させることに

より教育効果の向上を図るとともに、

19 年度には、専門科目の見直しを行

うなど改革努力を行っている。その

結果、新カリキュラム導入後、必修

科目（コア科目）の修得率や進級率

が 着 実 に 改 善 し て い る （ 資 料

1-1-2-2-1）。 

 

      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 
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(判断理由) 

教育学部で、地域教育支援室を中心として実施してきた教員養成実践力アップ、

10 年目教員研修、学校支援、教育実践研修の４事業を中核とする、教育委員会や

学校との各種連携事業は、現在、教員養成に求められている実践力向上に大きな効

果を上げた。特に、学校支援ボランティアが学生の意識や能力の開発に極めて有効

であった。こうした本学の取り組みは、文部科学省や外部評価委員会でも高く評価

された。経済学部のカリキュラム改革については、学生アンケートにより、その教

育効果を確認するとともに、学外での様々な活動においても顕著な成果を上げてい

る。こうしたことにより、ニーズの変化に適合した人材の養成に応えることができ

た。 

 
   ○小項目３「専門性の育成はもとより、とくに教養教育において強い知的好奇心と

「知」を楽しむ能力を養うとともに、市民としての自覚、自立と責任意識を育む。

教育学部においては、学習内容に対する専門的理解と指導力を有し、人権・情報・

環境・国際理解等に関する見識をもつとともに、子どもに対する理解と愛情、およ

び教職に対する情熱を持つ教員を養成する。また、情報教育課程・環境教育課程で

は、当該分野の豊富な専門知識を備えた職業人を育成する。経済学部においては経

済学、経営学、会計学、情報等の専門知識を体系的に習得させるとともに、経済社

会問題に対する知的好奇心と実践的解決力をもつ個人、歴史と文化に根ざす、規範

意識を有する経済人を育成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「教養教育においては、平成 14 年度発足の新カリキュラムの維持を基

本としつつ、論理的推論能力、日本語能力、および責任感の育成を重視する。」

に係る状況 

 
14 年度から実施している教養教育の新しいカリキュラムを維持するとともに、

17 年度に教養教育の新たな課題について、教養教育改革 WG を設けて検討を行っ

た。18 年度から、全学共

通教養科目に特定主題分

野（資料 1-1-3-1-1）を設

け、大学の個性化を図る

とともに、大学入門セミ

ナーの授業内容を検討し、

共通テキストの改善を行

い、学生が課題を達成す

るためのプロセスやスキ

ルについての内容を充実

し、学生の論理的推論能

力、日本語能力の向上を

図 っ た （ 別 添 資 料

1-1-3-1-2 p2）。また、

全学共通教養科目でキャ

リアデザインに関する授

業科目を開講するととも

に、入門セミナーの中に

もキャリアデザイン的な内容を取り入れた。 

 
    計画３－２「系･コース制の導入やカリキュラムの階層化によって専門能力を育成

する。教育学部においては全学生がそれぞれに得意領域をもてるようにする。

経済学部においては総合性と専門性を同時に育成する。」に係る状況 

資料 1-1-3-1-1 全学共通教養科目（特定主題分野）

 
（出典：滋賀大学 Web シラバス（特定主題分野） 
（ https://lec.biwako.shiga-u.ac.jp/WebSyllabus/View
/List/?_cno=72&_yno=4））



滋賀大学 教育 

 - 5 -

 
教育学部において、17 年度から得意領域の育成を目指す新しい系・コース制

による新しいカリキュラムを実施した。また、17 年度からメディア教育コース、

国際理解教育コース、地域学習コー

スといった新しいコースを設け、現

代的課題に対応できる人材の育成を

図っている（資料 1-1-3-2-1）。一方、

本学は環境教育にも力を入れており、

18 年度には環境教育の充実を目指し

たプログラムが特色GPに採択される

とともに、環境教育課程の学生たち

が積極的に活動しISO14001を認証取

得した。経済学部は、６学科で構成

されるという特徴を活かし、16 年度

導入カリキュラムでは、学科横断的

構成とすることによって、総合的な

視野からの学習を可能とした。同時

に、三層構造とすることにより、体

系的な専門性の獲得を目指している

（前述「資料 1-1-2-2-1」p3 参照）。

新カリキュラム第一期生である16年

度入学生の専門コース認定状況は、

専門コースの認定を獲得（36-40 単位

程度が認定要件）している者が63名、

専門コース認定必要単位を 30 単位

（約 75％の達成度）まで到達してい

る者が 280 名と、体系的な専門学習が学生に定着している。 

 
    計画３－３「実学的科目群の重点化を行う。」に係る状況 

 
教育学部では、教育実習等を「教育参加カリキュラム」として再構築した。

その中に学校支援ボランティアや学校インターンシップの制度を設け、学生が、

実際に教育現場を体験し実践的指導力の向上を図れるような機会を増やした

（別添資料 1-1-3-3-1 p3）。経済学部では、現実の経済社会問題への理解を深

め、知識の運用能力を高めること

を目的として、様々な実用的・実

践的科目群の開発に継続的に取り

組んできた（資料 1-1-3-3-2）。企

業人・トップリーダーによる講義

（「現代の経済・経営」「リーダー

シップ論」）や「インターンシップ」

は、経済社会の実践の学習を通し

て学習意欲を高めることに貢献し

ている。さらに、海外研修留学プ

ログラムも推進している。また、

実学的科目群を４つの領域に分け

それぞれの役割を明確化するとと

もに、有機的連携の強化に努めた。

これらの努力の結果を外部評価に

委ねて問題点等の検討を行った。 

資料 1-1-3-3-2 

 
（出典：経済学部評価ＴＦ作成） 

資料 1-1-3-2-1 カリキュラム表 

 
（出典：滋賀大学ホームページ（教育

情報） 
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=7

:10）） 
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    計画３－４「教育改革活動を強化する。１．関係する既存の各委員会の機能を強化

し、FD 活動を継続的に行う。２．評価部門で成果を検証する。」に係る状況 

 
毎年、学部毎に各学期で実施している、学生の授業評価の結果を分析・評価

し、残された授業改善の課題を考察し、「滋賀大学 FD 報告書」にまとめた。 

教育学部では、FD 講演会を開き、授業改善方法について啓蒙を図るとともに、

教員相互による授業参観を試行した。また、19 年度に全教員に対して、授業評

価の活用方法についてアンケート調査を行い、多くの教員より様々な方法で授

業方法の改善に努めているという回答を得た。 

経済学部では、FD 事業の一環として、学習教育支援室を開設し、支援室を中

心とした学習空間の再編や、プレゼンテーション能力の向上を図るために演習

室・教室の設備改善に努めた。その整備にあわせ、FD 委員会の機能を強化する

ために支援室運営と授業改革の２つの専門小委員会を設けた。評価については、

評価 TF を設置し内部報告をまとめ学部として検証活動を実施した。 

 
    計画３－５「卒業後の進路は、教育学部においては、学校教員を基本とし、教育内

容・方法等の改革や就職指導の強化によって教員採用率の向上を目指す。経済

学部においては就職支援活動を充実させ、進路講義、実学的講座の導入等によ

り、指導力ある経済人を育成する。」に係る状況 

 
教育学部では、教員採用率向上のため「教員養成合宿研修」「教職実践論」「春

季教職セミナー」「模擬集団討論」等の採用試験対策を実施してきた。また、学

生に対して採用試験情報や講師求人情報を携帯メールにより迅速に提供する体

制を整備し、同時に滋賀県及び近隣の教育委員会に講師希望者の推薦を行った。

その結果、教員採用率は、18 年度採用で６割に、19 年度採用では７割を超え、

教員就職率が国立大学法人の中で全国３位まで上昇した。 

経済学部では、特任教員を採用し進路選択支援・就職支援プログラムの実施

を持続的に行っている。課程内教育においても、卒業後の進路に連結した専門

コース制及び実学的科目を整備している。この結果安定的に高水準の就職率を

維持することができている（資料 1-1-3-5-1）。 

 
      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

資料 1-1-3-5-1 

 
（出典：学生支援課就職係資料） 
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(判断理由) 

教養教育において全学的な視野から専門分野にかかわらず必須の資質を養成す

るためのカリキュラムを導入し充実を図った。 

教育学部において導入した「教育参加カリキュラム」の中に学校支援ボランテ

ィアや学校インターンシップの制度を設け、学生が実際に教育現場を体験し実践的

指導力の向上を図れるような機会を増やした。これらのプログラムに参加した学生

の教職に対する意識が高まり、教員就職率は 19 年度国立大学法人の中で３位にま

で上昇した。また、系・コース制の導入により、多様な専門性と総合性をもった人

材育成が実現した。情報教育・環境教育課程においても、各々の分野のリーダーと

成りうる人材が育っている。 

経済学部においては、専門性の育成については、16 年度に三層カリキュラムを

導入し、学部教育の中核的教育内容を明確化するとともに、複数クラスと問題演習

を中心としたコア・セッションとの連携により、集中的・効果的に学習できる教育

体制を整えた。さらに、学習支援室を設置し、各種サポートを行い、規範意識を有

する経済人育成に努めた。また、実学的科目群の整備に重点的に取り組み、外部評

価を実施した。 

 
   ○小項目４「大学院教育においては、おもに現職教員の再教育(教育学研究科)を通じ

て、また経済・経営学や社会科学の研究(経済学研究科)を通じて高度専門職業人の

育成を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「教育学研究科においては、教員としての高度の専門的学識と実践的能

力及び研究開発能力をもち、学校教育の場等において指導的役割を果たすこと

のできる人材を育成する。修了後の進路としては、学校教員をはじめとし、社

会教育施設や教育関連企業などを目指す。なお、幅広く、多様な経歴の現職教

員等に特別支援学校教諭免許状（知的障害者、肢体不自由者、病弱者）を取得

させることを主目的とする特別支援教育専攻科を維持する。」に係る状況 

 
教育学研究科では毎年、県から派遣された現職教員 12 名、県派遣以外の現職

教員５名前後を受け入れ、現職教員の再教育を行っている。18 年度には本研究科

のプログラムが教員養成 GP に採択され、２年間にわたって現職教員を対象とす

る教育プログラムを実施した。また、本研究科では、大学院生が教育職員免許状

の取得を目的として学部科目を聴講する場合、その聴講経費を免除する等、人材

育成のための環境の整備に努めている。その結果、現職教員を除く本研究科修了

生の進路としては学校教員が70％以上を占めるようになった（資料1-1-4-1-1）。

修了生の専修免許状取得者数は増加し、中でも養護学校専修免許の取得数は大き

く増加した（資料 1-1-4-1-2）。19 年度からは専修免許状特別支援学校教諭（知

的障害、肢体不自由者、病弱者）を取得できるよう整備した。 

資料 1-1-4-1-1 教育学研究科就職状況表

 
※平成 19 の未就職者のうち、学校教員希望で講師採用待ちの者（７人）を含む。 

（出典：教育学部学生就職・支援係資料）
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    計画４－２「経済学研究科において、博士前期課程では、経済・経営に関する最新

の研究水準を踏まえた専門的知識を身につけ、その応用能力を涵養し、博士後

期課程ではリスクに関する経済学及び経営学の先端的な知識を身につけ、研究

創造能力を養い、リスク分析能力とリスク管理能力（経済活動に伴うリスクを

分析・政策化・事業化できる能力）を涵養する。修了後の進路は、前期課程で

は、民間企業及び地方公共団体、外国政府機関の指導者的役職、税理士や研究

者、後期課程では、派遣元企業や地方公共団体等で、リスク管理・起業や地域

創造に関わる指導者的役職、経済開発、地域開発、金融政策に携わる本国上級

公務員、ベンチャー企業家や起業コンサルタント等である。」に係る状況 

 
博士前期課程では、リサーチコースとプロフェッショナルコースの２大コー

ス制と基礎科目･コア科目･展開科目･演習からなる体系的カリキュラム及びア

ドバザー制を含む複数指導体制を導入すると共にその運用改善に努め、教育効

果の向上を目指した。経済学部と経済学研究科の相互乗り入れ制度も整備を終

えた。また、基礎学力問題に対しては、留学生に対する日本語サポートシステ

ムを導入し、充実させると共に、入学試験合格者に対する入学前学習プログラ

ムを始動し、基礎学力問題に対する万全の体制を整えた。これらの改革により、

多数の留学生も含めて入学生の多様化という状況にもかかわらず高い標準年限

修了実績が確保されている。 

修了後の進路については、進路調査と進路先の修了生評価に関するマニュア

ル作成に取り組み、その成果を２大コース制などのカリキュラム改革に反映さ

せる具体策について検討した。 
博士後期課程では、複数指導体制の実質化と運用改善に取り組み、院生と指

導教員がガイドラインとする進行プロセスのモデルを作成した。博士後期課程

学位取得者は、母国公務員・教員、日本の教員・企業人として活躍しており、

期待通りの成果を上げている。（資料 1-1-4-2-1） 

資料 1-1-4-2-1 修了者の進路

資料 1-1-4-1-2 

（出典：教育学部教務係調べ） 
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      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

教育学研究科では毎年、相当数の現職教員の再教育を行っており、県下の教育現

場の質的向上に大いに貢献している。18 年度に、現職教員を対象とする教育プログ

ラム「実践力診断講座による教員の資質向上」教員養成 GP に採択され、現代的な課

題に対応する実践力の一層の向上を図った。また、教員免許を在学中に取るための

学部科目の聴講を、一定の範囲で無料化するなどの措置は、教員養成系以外の学部

出身者など、多様な経験を持った教員の育成に貢献している。 

経済学研究科においては、２大コース制と基礎科目･コア科目･展開科目･演習か

らなる体系的カリキュラム及びアドバザー制を含む複数指導体制を導入すると共

にその運用改善に努め、教育効果の向上を図った。その結果、在校生・卒業生とも

に高い学習満足度が達成されていること、着実な学位取得に結びついていることが、

明らかとなった。 

 

   ○小項目５「地域社会との連携・交流を推進し、教育現場や地域社会に開かれた大学

院としての役割を果たす。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画５－１「教育学研究科においては、教育委員会や附属学校園等との連携を強化

する。経済学研究科においては、企業、自治体、各種団体等との連携を強化す

る。」に係る状況 

 
教育学研究科では、滋賀県教育委員会との定例の連携協議会を開催し、教員

の質の向上を目指した大学院教育について具体的に検討を行った。また教員養

成 GP フォーラムにおける講師派遣等を通して県・市教育委員会との連携を深め

た。さらに、附属学校との連携を強化するために附属学校運営委員会に共同研

究部会を設置し、学部教員との共同研究を軸として、大学・附属学校園共同研

究発表大会を実施した。 

経済学研究科では、野村総合研究所との連携大学院プログラムの新たな充実

として、17 年度実施の新教育課程プロフェッショナルコースに連携大学院科目

として設定し、運用改善に努めてきている。また、本学と包括協定を結ぶ自治

体職員の大学院での受け入れ環境を整備し、19 年度末時点で、８市町と協力協

定を締結している。 
 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

教育学研究科では、滋賀県教育委員会との定例の連携協議会の開催や現職教員

【博士後期課程】    

修了年度 企業 公務員 
研究者・
教員 

その他 

平成 17 年度 0 1 3 0

平成 18 年度 3 0 2 0

平成 19 年度 0 2 2 1

※「その他」は、未報告者 

（出典：学生支援課調べ） 
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の大学院派遣、教員養成 GP 講演会講師派遣、10 年経験者研修等を通して県との連

携を深めた。また、大学教員と附属学校教員が共同研究を継続して行い、合同で研

究発表大会を開催するとともにその成果を報告書にまとめた。 

経済学研究科の連携大学院プログラムは、結果的に経済界との教育研究を推進

しており、また、市町との協定により地域社会に開かれた大学院としての役割を果

たしている。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

教養教育については、新しく分野を編成し直し、特定主題分野の中に本学の重

点領域である東アジア、地域、環境に関する科目を位置付け、国際的な視野と地域

社会への視点を持った人材養成を目指して充実を図っている。 

専門教育としては、教育学部では、より実践的な指導力をもつ教員を求める教

育現場の要請に応えて、小中学校等での教育体験を深めるプログラムを導入した。

その結果、教員への就職率は、国立大学法人の中で全国３位まで上昇しており、教

員養成学部としての役割を果たしているといえる。さらに、本学は環境教育にも力

を入れており、18 年度には環境教育の充実を目指したプログラムが特色 GP に採択

されるとともに、環境教育課程の学生たちが積極的に活動し ISO14001 を認証取得

した。本学が滋賀県と共同で設けた環境学習支援士の資格を取得する学生もおり、

これらのことから情報教育・環境教育のリーダーとなりうる人材が育っていると判

断できる。 

経済学部では、16 年度から設定したコア科目の基礎の上に、少人数教育（演習）

や応用力を体系的に身につけるための専門科目を構成するとともに、卒業後の進路

に連結した専門コース制を整備した。この結果、体系的な専門学習が学生に定着し

てきており、就職率も高水準を維持している。また、カリキュラム改革に加えて、

学習支援のための環境整備も実施した。全国学生証券ゼミナール大会や SIFE 日本

大会で優勝し、日本の大学生の代表として世界大会に出場したことなどは、経済社

会問題に対する知的好奇心と実践的解決力をもつ学生が育ってきていることを示

している。 

大学院においては、18 年度に教員養成 GP に採択された教育学研究科のプログラ

ム「実践力診断講座による教員の資質向上」、及び魅力ある大学院教育イニシアテ

ィブに採択された経済学研究科のプログラム「リスクリサーチ養成の教育プログラ

ム」を通して大学院教育の充実を図った。 

教育学研究科では、現職教員の積極的な受け入れや学部科目の聴講の一定の範囲

での無料化により、多様な経験を持った教員の育成に貢献している。毎年、大学院

修了生を対象に教育研究フォーラムを実施しており、大学院生の研究の質の向上に

寄与している。 
経済学研究科では、アドバイザー制を含む複数指導体制を導入すると共にその運

用改善に努め、教育効果の向上を目指した。 

 
③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．教育学部では、教育現場での体験を深めるプログラムを導入し、教職志望の学

生に対する支援を強化した。その結果、教員就職率が高まった。また経済学部

では、専門性・実践力を育成する教育の導入が着実に実り、大学外のゼミナー

ル大会などでも好成績を収めるという実績を上げている。就職率も高い水準を

維持しており、現代の経済社会の要請に応えうる人材の育成が達成されている。

(計画１－１、３－３、３－５) 
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２．経済学研究科の博士前期課程では、入学生のうち留学生・社会人が多数を占め

るという状況に対応した教育改革を行い、高い修了実績を達成した。後期課程

においても、課程制の趣旨に添ったプロセス管理によって、着実に学位取得者

を輩出している。（計画４－２） 

 

 (改善を要する点) 

１．本学では現代社会の要請に応え、専門性と実践力を有する人材の育成に努めて

いる。今後、入学してくる学生の学力等が多様化している中で、実践力を養成

しつつ、専門性のレベルを維持すること、そのためにFD活動を通して教育内容、

教育方法について引き続き検討することが必要である。（計画３－４） 

 

   (特色ある点) 

１．本学では、全学で環境教育に力を入れており、教養教育科目の中の特定主題分

野の中に環境に関する科目を位置付けた。特に教育学部においては、必修科目

である環境教育概論の中に、びわ湖での実習体験を取りこみ、実体験に基づく

環境教育を深めた。18 年度に、この取り組みは特色 GP に採用された。（計画３

－２） 



滋賀大学 教育 

 - 12 -

(２)中項目２「教育内容等に関する目標」の達成状況分析 

 

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「教育学部では、教員志向の強さ、学習意欲、豊かな人間性、高い基礎学

力、コミュニケーション能力、表現力、環境・情報に関する基礎知識、および教職

の地域性などを重点項目とした入学者選抜方法を実施する。」及び「経済学部では、

学部の教育理念に適合する学生、すなわち、経済・社会問題への関心、本学部で学

ぶために必要な基礎的知識、論理的思考力、コミュニケーション能力、大学での学

習の主体性、問題探求への意欲、豊かな個性等を有する学生を、多様な選抜試験を

実施することによって適切に選抜する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「本学のアドミッション・ポリシーに対する理解・周知度を調査し、広

報活動等の充実に資する。さらに、現行のアドミッション・ポリシーの妥当性

について点検を行う。」に係る状況 

 
オープンキャンパス及び新入生

オリエンテーション時にアドミッ

ション･ポリシーに関するアンケ

ート調査を実施した。その調査結

果を踏まえ、アドミッション・ポ

リシーの本学ホームページ、入学

者選抜要項への掲載、オープンキ

ャンパスの開催を継続するととも

に、積極的に高校訪問や各地で開

催される進学ガイダンスへの参加

などを行い、受験生へのアドミッ

ション・ポリシーと入試制度の周

知に努めた。また、各学部の教育

研究の目的（資料 1-2-1-1-1）を踏

まえ、これまでのアドミッショ

ン・ポリシーの妥当性について検

討した。 

 
    計画１－２「本学の教育理念に適合する学生の受け入れをさらに進めるために、ホ

ームページの充実、高校での学部説明会や模擬授業、オープンキャンパス、大

学見学会、高校との定期的な話し合い等、広汎かつ積極的な取り組みを行う。」

に係る状況 

 
大学案内をデジタルパンフレッ

トとしてホームページに掲載し、

Web 上で自由に閲覧できるように

した。また、教職員による高校訪

問、模擬授業、出前授業、高校で

の進学相談会や各地で開催される

進学ガイダンスへの積極的な参加、

大学におけるオープンキャンパス

の開催など、受験生への情報提供

等に努めた（資料 1-2-1-2-1）。そ

の結果、オープンキャンパスへの

多数の参加者を得て、その参加者

資料 1-2-1-1-1 教育研究目的 

（出典：滋賀大学規程集） 

資料 1-2-1-2-1

 
（出典：入試課調べ） 
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からの受験生は、毎年増加している。さらに、参加者からのアンケートを基に、

各学部広報委員会において、効率的・効果的なプログラムを立案し実施した。

また、高大連携については、滋賀県教育委員会や八幡商業高校などの高校と連

携し連続講座を開講するとともに、テレビ会議システムを利用した講義配信を

行った。 

 
    計画１－３「教育学部においては社会人・留学生の受け入れを拡大するとともに、

現代の多様な教育ニーズへの対応として編入を検討する。」に係る状況 

 
環境教育課程だけで行ってきた社会人特別選抜を、教員志望の社会人を受け

入れるために、17 年度入試から全課程に拡大した。その結果志願者数が急増し、

入学者の大半を教員志望の 20 歳代が占めた。教員養成課程の社会人入試は関西

地区唯一で、進路変更を希望する社会人への機会提供が志願者増につながった

（資料 1-2-1-3-1）。18 年度入試から私費外国人留学生試験において、入試科目

の一部を変更して選抜を行った。 

また、編入制度について他大学の情報を収集し検討を行っている。 

 
    計画１－４「従来の入試制度改革の効果を検証しつつ、本学の理念に適合し、かつ

受験生の実情に応じた多様な選抜制度を推進する。」に係る状況 

 
現行の入試制度によって入学した学生の学

業成績、活動状況等を詳細に追跡・調査を行

った。さらに、新入生等にアンケート調査を

行い、入試制度の分析を行った。こうした分

析をもとに学部において入試制度の改革、見

直しを行った。教育学部においては、①前期

日程のコース別募集を廃止し、教員養成課程

の募集単位を４つに統一、後期課程は課程ご

とに一本化すること、②所属するコースは、

入学後に決定すること、③課程併願制を導入

すること、④推薦入試における地域推薦を導

入すること、などの措置を実施した。その結

果、教員養成課程学生の教員志望率は、大き

く上昇した。経済学部においては、一般選抜

入試の前期・後期日程でほぼ同数の定員を配

分するとともに、受験生が柔軟に科目選択を

行える試験方法を実施した。その結果、経済

学部としては、全国でも有数の高い志願者数

を維持している。（資料 1-2-1-4-1） 

資料 1-2-1-3-1 

 
（出典：入試課入学者選抜資料） 

資料 1-2-1-4-1 

（出典：入試課滋賀大学入学
者選抜資料） 
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    計画１－５「卒業要件の緩和やカリキュラム上の配慮を行うなどの措置、また英語

による Web での情報発信等により、社会人・留学生・編入生の受入体制を整備

する。」に係る状況 

 
教育学部では、①外国語科目に関する特例措置の範囲を広げること、②日本

語科目を増設すること、③教育実習科目を他の教職科目で代替することなど、

外国人留学生に対する卒業要件の緩和やカリキュラム上の配慮を行うなどの特

例措置を行った（別添資料 1-2-1-5-1 p4）。経済学部では、英語版ホームペー

ジを公開し、留学生の受入体制の整備に努めるとともに、３年次編入生の既修

得単位数の認定方法を個別認定から一括認定とした（資料 1-2-1-5-2）。また、

夜間主コースの学生に対しては、募集人員と出願資格の変更を行うことを通じ

て、22 歳以上の社会人を積極的に受け入れる体制を整備した。 

 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

教育学部においては、前後期入試において募集単位を統一するとともに、全国

の教育学部に先駆けて推薦入試において地域推薦を導入、また、社会人特別選抜を

全課程に拡大した。経済学部においては、特別選抜試験のＢ推薦や社会人入試、編

入学試験の出願資格の見直しを行うなど、多様な選抜方法を実施した。この結果、

教育学部の入学生のうち、教職志望者の割合が高まるなど、学部の理念・目的に即

した志願者が増えている。 

大学案内をデジタルパンフレットとしてホームページに掲載し、オープンキャ

ンパスの開催、高校訪問、出前授業など、選抜方法についての積極的な PR の結果、

両学部とも安定した受験者数を維持している。 

 

   ○小項目２「科目の有機的連関を明確にし、カリキュラムの階層化と柔軟化、特定科

目群の重点化を図る。」及び「総合性、責任能力、コミュニケーション能力の向上

に資する方策を採用する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「教養教育において、市民的一般能力の育成として、１．外国語教育に

ついて内容的改善を図る、２．日本語能力（文章理解力、表現力等）を育成す

る、３．論理的推論能力関連の科目を整備して重点化する。」に係る状況 

資料 1-2-1-5-2 

 
（出典：国立大学法人滋賀大学経済学部規程） 
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18 年度から全学共通教養科目に特定主題分野を設け個性化を図るとともに、

大学入門セミナーの授業内容を検討し、共通テキストの改善を行い、学生が課

題を達成するためのプロセスやスキルについての内容を充実し、学生の論理的

推論能力、日本語能力の向上を図った（別添資料 1-1-3-1-2 p2）。 
また、外国語科目の充実の一環として、教育学部では、滋賀県下の小中学校

でブラジルをはじめとした日系外国人児童生徒の教育支援を行う必要があるこ

とを考慮し、ポルトガル語・スペイン語を開講した。多くの学生がこれらの科

目を受講している。さらに、１年次の外国語コミュニケーションをすべてネー

ティヴの教員で行うことにした。経済学部では韓国・朝鮮語を新たに開講する

とともに、大学入門英語において習熟度別クラス編成を導入した。（資料

1-2-2-1-1） 

 
    計画２－２「環境関連科目、インターンシップ、体験学習、ボランティア、プロジ

ェクト科目等の実学的科目群を重点的に整備拡充する。」に係る状況 

 
教育学部では、環境教育概論の中にびわ湖での実習体験を取り入れ、実践的

な環境教育の充実を図った。また、17 年度に導入した教育参加カリキュラムを

学年進行に合わせ実行し、「交流実習Ⅰ」、「交流実習Ⅱ」、発展実習（教師イン

ターンシップ）や自主参加体験（学校サポーター、学校支援ボランティア等）

を実施した（別添資料 1-1-1-1-1 p1）、（別添資料 1-1-3-3-1 p3）。 

経済学部では、（1）社会人による実践体験の提供、（2）外国語運用能力の向

上と異文化理解の促進、（3）社会人としての人間力形成を支援するなど、実用

的・実践的プログラムを整備した。このうち、インターンシップでは、同窓会

組織の協力を得て、従来なら困難とされてきた、税理士・公認会計士事務所で

の研修を実現した。これらは、高い評価を得ている（別添資料 1-2-2-2-1 p4）。 
 
    計画２－３「教育学部学校教育教員養成課程では、平成 17 年度から従来の教科を

中心とした体制から、学校教育系、総合教育系、カリキュラム開発系など、現

代の教育課題に対応した系・コース制へ変更する。また、「教育参加カリキュラ

ム」をコアとした教員養成カリキュラムを編成するとともに、教育実習の構造

化を行い、協力校実習を含め実習時間数を拡大する。」に係る状況 

 

資料 1-2-2-1-1 

  
（出典：滋賀大学 Web シラバス（講義概要：外国語科目） 
（https://lec.biwako.shiga-u.ac.jp/WebSyllabus/View/?_yno=4）） 
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教員養成課程では、17 年度から、現代の教育課題に対応した系・コース制に

変更するとともに、「教育参加科目」をコアとした教員養成カリキュラムを実施

した。教育参加科目のうち、教育実習を中心とする「教育実習科目」では、４

年間の学年進行に合わせて実習を継続的に実施するとともに、事前事後指導の

充実を図った（別添資料 1-2-2-3-1 p5）。また、子どもとふれあい、様々な教

育実践の現場を体験する「教育体験科目」では、周辺の公立学校や教育委員会

と緊密な連携を図るとともに、現場での体験をまとめたポートフォリオの指導

や省察会の実施を通して、学生の体験の支援を行った。「教育体験科目」は教職

志望と学習意欲の向上に一定の成果が認められ、教員採用率の向上に貢献して

いる。 

 
    計画２－４「経済学部では、入門科目･リレー講義において知の技法と知的好奇心

を涵養する。学部にとって不可欠な専門知識をコア科目として重点化する。学

際的なコースによって専門能力を涵養する。また、実践的教育プログラムを導

入する。」に係る状況 

 
16 年度導入の三層構造カリキュラムにおいて、第一層に、入門科目・リレー

講義を設置し、第二層にコア科目を設けた。第三層においては、専門知識の体

系的学習と応用力・実践力の獲得を図るために専門コース制を設けるとともに、

企業人講義・インターンシップ・海外研修など実践的教育プログラムの整備を

行った（前述「資料 1-1-2-2-1」p3 参照）。また、従来からの実践的教育プログ

ラムを４領域に整理するとともに、同窓会組織との連携による新たな実践的科

目を開発した（前述「資料 1-1-3-3-2」p5 参照）。このような改革努力の結果、

学外における討論形式コンテストにおける優秀な成績を収めるケースが増加す

るなど、実践力のある学生の育成につながっている（別添資料 1-1-1-1-2 p1）。 
 
    計画２－５「幅広い内容の科目を設定し、多様な授業形態を採用するとともに、少

人数によるきめ細かい教育を維持拡充する。」に係る状況 

 
教育学部では、全学共通教養科目の環境教育概論でのびわ湖体験学習、社会

環境教育実習、国際理解教育実習、

地域学習実習等の数科目でフィー

ルドワークを取り入れている。そ

れとともに、演習、実習、実験等

の多様な形態による少人数教育を

継続した。経済学部では、大学入

門セミナーや演習の大半で個人面

談等を行い、対話・討論型のきめ

細かい少人数教育を行っている

（資料 1-2-2-5-1）。いくつかの科

目では、AV 機器を備えたイントラ

ネットに基づく高度情報化教室で

CALL システムを用い、ｅ-Learning

による授業を行っている。また、

プロジェクト科目の中で、まちづ

くりや交通需要調査を行うなど、

大学施設外での実践的教育を実施

した。 

 
    計画２－６「現行の国際理解・地域理解関連の科目を確保し、さらに学生の国際交

資料 1-2-2-5-1

 
（出典：滋賀大学経済学部ホームページ 
（学習サポート） 
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=28/
7/1:2）） 
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流への関心を高めるため、環太平洋地域に関する科目の開講を検討する。」に係

る状況 

 
全学共通教養科目に設けた

特定主題分野の中に、「近

江」・「環境」・「国際化と東ア

ジア」・「ライフデザイン」の

領域に関する科目を設けた

（前述「資料 1-1-3-1-1」p4

参照）。教育学部では、国際理

解 教 育 実 習 Ⅰ （ 資 料

1-2-2-6-1）、Ⅱ、地域学習実

習Ⅰ、Ⅱ、社会環境教育実習

など、フィールドワークを取

り入れた国際理解や地域に対

する理解を推進する科目を開

講した。また、各コースにお

いて独自の実習科目等を開講

し、専門的能力の育成に努め

た。その中のひとつとして、国際理解教育コースの学生によるブラジル国籍の

児童を対象としたサマースクールの開催が挙げられる。経済学部では、18 年度

入学生から試験的に TOEFL-ITP テストを導入し、19 年度から TOEIC-IP テストを

本格実施するとともに、英語による授業科目「Japanese Economy and Business」、

「Japanese Popular-Culture」の開講や学生の国際交流への関心を高めるため、

「オーストラリア研究」「タイエコスタディ」などアジア太平洋地域をフィール

ドとした授業科目を開講した（別添資料 1-2-2-6-2 p5）。 
 
      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

全学共通教養科目の中に｢近江｣、｢環境｣、｢国際化と東アジア｣、「ライフデザイ

ン｣にかかわる科目群を置いて重点化を行うとともに、教育学部においてポルトガ

ル語・スペイン語、経済学部において韓国・朝鮮語を開設するなど、多様な外国語

教育の充実を図った。教育学部では、系・コース制に移行し、教員としての実践力

向上を目指して、教育参加科目をコアとする教員養成カリキュラムを実施した。教

育実習科目も含め教員養成にかかわる科目の構造化を図った。同時に、各コースに

おいて独自の実習科目等を開講し、専門的能力の育成に努めた。その中のひとつと

して、学生によるブラジル国籍の児童を対象としたサマースクールの開催が挙げら

れる。経済学部では、学生にとって不可欠な専門的知識のより徹底した習得を目指

してカリキュラムを階層化し、第一層に、入門科目・リレー科目を配置、第二層に

コア科目群、第三層には応用的・実践的科目を配置して体系的な学習体制を整備し

た。また、専門コース制やプロジェクト科目、実践的科目群の充実を図った。 

 

   ○小項目３「地域における大学間の連携を深める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「他大学との単位互換を推進し、教育における地域ネットワークを形成

する。」に係る状況 

 
滋賀県内にある 12の大学や短期大学と滋賀県との間でコンソーシアムを形成し、

資料 1-2-2-6-1  国際理解教育実習Ⅰ 

 
（出典：滋賀大学 Web シラバス（講義概要） 
（ https://lec.biwako.shiga-u.ac.jp/WebSyllabus/
View/Info/?_cno=2718&_yno=4）） 
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12 大学の間で単位互換包括協定を締結した。17 年度春学期から教育における地域

ネットワークがスタートし、単位互換が始まった（別添資料 1-2-3-1-1 p6）。ま

た、19 年度より放送大学の単位を履修した学生に授業料を補助する制度を開始し

た。 

 

      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

県内の大学・短期大学間の単位互換や連携を図るための組織を立ち上げた。 

 

   ○小項目４「教育効果の客観的把握と適切な成績評価を可能にするシステムを構築す

る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「各科目における学生の授業理解度を客観的に判定できるシステムを取

り入れる。」に係る状況 

 
教育学部では、17 年度秋学期から導入したミニッツペーパー（理解度アンケ

ート）の、本格的な運用検証を行った（別添資料 1-2-4-1-1 p6）。また、利用

者に対して、活用方法のアンケートを実施し、その結果を FD 報告書等に掲載し

た。 

経済学部では、コア科目について、複数担当教員によるチーム・ティーチン

グを導入し、教育目標・内容・成績評価基準を組織的に共有し客観化する仕組

みを整えた（別添資料 1-1-3-1-2 p2）。過去の試験問題・配点などを公開する

ことで、到達目標を学生に対し明確に示すとともに、担当者会議を通じて客観

的水準を検証している 

また、両学部で学生授業評価アンケートを行い、その分析等を全学 FD 事業報

告書で公表した。 

 
    計画４－２「成績評価の一貫性・客観性を確保する制度を構築する。成績の得点分

布を公表する。」に係る状況 

 

19 年度に導入した Web シラバスでは、各授業の到達目標・成績評価基準（別

添資料 1-1-3-1-2 p2）を明記するように、全学的に取り組み、実施している。

また、教育学部では、１回生の複数クラス開講の授業に関して成績のクラス別

得点分布を調査し、その結果を FD 報告書に記載した（資料 1-2-4-2-1）。また、

経済学部では、得点分布や成績統計の公表については、履修面やカリキュラム

面等の検討や分析も踏まえて、コア科目に限定して、得点分布を含む関連デー

タを学生に対して公表した（別添資料 1-2-4-2-2 p6）。 

資料 1-2-4-2-1 「クラス別授業の成績評価の一貫性・客観性に関する考察」（ｐ１）から抜粋 

 
（出典：滋賀大学ＦＤ事業報告書（平成 20 年 3 月） 
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    計画４－３「優れた成績を修めた学生に対する褒賞制度の実施、３年次卒業制度の

検討を行う。」に係る状況 

 
全学的な、卒業生を対象と

する褒賞制度については、20

年度実施に向け規程を整備し、

成績優秀者の具体的選考方法

等についても両学部で検討し、

決定した（資料 1-2-4-3-1）。

また、経済学部では、従来か

ら学年ごとに行っている優秀

学生表彰制度の見直しを17年

度に行い、より成績優秀者を

厳格に評価する制度とした。

なお、18 年度から「卒業論文

表彰制度」を導入した。 

また、３年次卒業制度につ

いては、経済学部において、

５年一貫制としての導入の検

討をしている。 
 
 
 
 
 
 
      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

授業理解度を客観的に測る手段としてミニッツペーパー(教育学部)、マークシ

ート方式小テスト（経済学部）を導入し、それらを活用して学生による授業の理解

度や評価を授業改善に反映させている。 

シラバスに授業の到達目標を明記し、その達成度を基準にして成績評価を行う

ことで全学的な統一を図り、その旨を学生に明示している。 

優れた学生に対する全学的な褒賞制度を創設し、平成 20 年度より実施すること

になっている。 

 
   ○小項目５「専門分野に関する学問的知見を有し、高度専門職業人としての資質と情

熱を有するとともに、明確な教育研究の目的を有する人材を求める。そのために、

アドミッション・ポリシーの周知徹底を図り、適正な入学定員の配分を行うととも

に、入学希望者の実態や実情に応じた選抜のあり方を検討する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画５－１「アドミッション・ポリシーに適合的な大学院生を入学させるために、

大学院説明会の開催、入試問題の Web 上での公開などの多様で積極的な広報活

動を行う。」に係る状況 

 
入試情報ホームページのリニューアルを行って、階層構造を整理しアクセシ

ビリティを高めるとともに、受験案内、出願状況、選抜状況資料、合格者速報

別添資料 1-2-4-3-1

  
（出典：滋賀大学規程集） 
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などの情報提供に努めた。また、それぞれの研究科の説明会を実施し、入試問

題を Web 上で公開した。さらに、留学を希望する外国人留学生のための入試情

報等の情報提供として、英語版及び中国語版のサイトを開設した。 
 
    計画５－２「将来の大学院のあり方を考慮しつつ、各専修・専攻間の適正な定員配

分を検討する。」に係る状況 

 
教育学研究科では、専攻間の定員配分について、当面は、多様な学生を確保

するために、入試方法とカリキュラム改善を行うこととしたが、大学院のあり

方については今後も検討を継続する予定である。また、経済学研究科では、専

門職大学院、５年一貫制などの導入について検討を行い、５年一貫教育システ

ムについて検討を進めている。 

 
    計画５－３「一般選抜における試験科目の代替措置や科目選択方法、筆記試験と口

述試験の関連等を検討し、多様な人材の確保に努める。」に係る状況 

 
教育学研究科では、多様な人材を確保するため、一般選抜の外国語科目の代

替措置条件の緩和や専門教育科目の軽減を実施した。また、19 年度からは、教

員免許の取得のため、大学院在学中に学部授業を履修する場合の授業料は、一

定の範囲内で無料とした。このことにより、教員養成系学部以外からの進学へ

の有効な誘導要因となった。 

経済学研究科では、志望者の多様化に対応して一般選抜の試験科目の変更を

実施した。また、社会人入試も継続して行っている。さらに、16 年未満の履修

年限の志望者を対象とした資格審査制度も整備している。同制度を利用した受

験者・入学者はすでに実績があり、多様な人材の学習希望に応えている。（資料

B2-2006 入力データ集:№3-4入試状況（春期・入試区分別）参照）、（資料B2-2007 

入力データ集:№3-4 入試状況（春期・入試区分別）参照） 
 
    計画５－４「社会人の修学を容易にするために、サテライトの活用や夜間授業時間

帯の見直しを行う。」に係る状況 

 
社会人学生のために、夜間授業時間帯の見直しと時間割作成時の配慮を行い、

社会人学生の需要にあわせた開講数を確保している。また、通学に便利な大津サ

テライト（資料 1-2-5-4-1）で授業を実施するとともに、教育機器・施設等の整

備についても取り組んでいる。さらに、経済学研究科においては、全講義科目検

索システムを活用して在宅学習支援を図っている。 

 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

資料 1-2-5-4-1 

 
（出典：学術国際課地域連携係） 
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(判断理由) 

入試情報ホームページのリニューアルや、大学院説明会の開催などにより、ア

ドミッション･ポリシーの周知・徹底とわかりやすい情報提供に努めた。教育学研

究科では、一般選抜の外国語科目の代替措置条件の緩和や専門教育科目の軽減など

を実施し、経済学研究科でも試験科目を変更して、多様な人材の確保に努めた。社

会人が修学しやすい履修方法や時間帯の見直しも行い、社会人入学に積極的に対応

している。 

 
   ○小項目６「入学希望者の実情に応じた多様な教育課程を整備する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画６－１「修士課程１年制コースや修士課程長期在学コースの設置、学部入学か

ら所要年限５年で学士号と修士号の取得可能な入学制度等の導入を検討する。」

に係る状況 

 
教育学研究科では、16 年度から修士課程長期在学制度を設置したが、現職教

員を含む学生がこの制度を利用しており、円滑な運用が行われ有効に機能して

いる。また、経済学研究科でも、19 年度から博士前期課程と後期課程に同制度

を導入し、初年度から多数の院生が利用している（別添資料 1-2-6-1-1 p6）。 

また、経済学研究科では、修士課程１年制コース及び学部・大学院の５年一

貫教育システムについて、各大学の実態を踏まえて検討している。 

 
      b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

現職教員や社会人の学ぶ機会を保障するために導入した長期履修学生制度が有

効に利用されている。また、経済学研究科では、学部・大学院の５年一貫教育シス

テムについて、検討を進めている。 
 
   ○小項目７「成績評価の一貫性・客観性を確保する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画７－１「厳格な成績評価の方法、成績評価基準及び学位授与基準の明示化につ

いて検討する。」に係る状況 

 
教育学研究科では、「履修手引」の授業科目概要欄に「成績評価の方法」を明記

した。また、経済学研究科では、他大学院の実態について調査を行い、授業の目

的・内容・授業方法などに応じて弾力的な運用が可能な成績評価基準フォーマッ

トを設計し、それを参考例として整備した Web シラバス上に成績評価基準と評価

方法の記載を進めている（別添資料 1-2-7-1-1 p7）。博士後期課程については、

外部評価者による進捗状況評価を実施するなど、博士学位の質を担保し、研究水

準の到達目標を明確化している（別添資料 1-2-7-1-2 p7）。 

 

      b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

教育学研究科では、「履修手引」の授業科目概要欄に「成績評価の方法」を明記

した。また、経済学研究科では、成績評価基準フォーマットをモデルとして設計し

活用を開始した。 
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②中項目２の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

入学選抜方法は、ホームページに掲載するとともに、オープンキャンパス開催

や、教職員による高校訪問等を通じて、受験生に対してアドミッション・ポリシー

を初めとする入試情報の提供に努めた。また、大学が求めている学生を確保するた

めに、入試制度改革を実行した。教育学部においては、前後期入試において募集単

位を統一するとともに、全国の教育学部に先駆けて地域推薦を導入、また、社会人

特別選抜を全課程に拡大した。この結果、地域の教員養成に対する要望に応える体

制がしっかりしたものになった。経済学部においては、特別選抜試験のＢ推薦や社

会人入試、編入学試験の出願資格の見直しを行うなど、多様な選抜方法を実施し、

学部の理念にふさわしい人材を入学させている。 

教育内容については、全学共通教養科目の中の｢近江｣、｢環境｣、｢国際化と東ア

ジア｣、「ライフデザイン｣にかかわる科目群の重点化を行うとともに、教育学部に

おいてポルトガル語・スペイン語、経済学部において韓国・朝鮮語を開設するなど、

外国語教育の充実を図った。 

教育学部では、教育参加科目をコアとする教員養成カリキュラムを実施し、教

育参加科目全体を構造化した。４年間を通して現場での体験をまとめたポートフォ

リオの導入や教育実習の事後報告会、学校支援ボランティアの省察会の開催を通し

て、学生の体験の支援を行った。その結果、学生自身の教職の理解の深化につなが

り、学習意欲の向上にも成果が見られる。 

経済学部では、専門的知識のより徹底した習得を目指して、三層の体系的な学

習体制を整備した。また、専門コース制やプロジェクト科目、実践的科目群を充実

させるとともに、成績優秀な上級生を学習アシスタントとしてコア演習科目に参加

させ、学生アシスタントの教育指導力の向上を図った。 

成績評価を適切に行うために、19 年度に導入した Web シラバス上に、各授業の

到達目標と成績評価の基準を明記することとした。また、ミニッツペーパーやマー

クシート式小テストなど、授業理解度を客観的に判定するために導入したシステム

の利用も継続し、授業改善に反映させている。 

大学院教育では、Web ページのリニューアルや大学院説明会を通して、入試情報

の提供に努めるとともに、多様な人材を確保するために、選抜方法に変更を加えた。

教育学研究科においては、大学院生の学部授業を履修する場合の授業料の無料化の

制度を導入した。このことは、多様な経験を持った教員を養成するために貢献して

いる。経済学研究科では、社会人入試や 16 年未満の履修年限の志望者を対象とし

た資格審査制度も整備している。さらに、社会人の修学を容易にするために、サテ

ライトの有効利用を進めるとともに、長期在学制度を設置した。 
 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．両学部とも、特別選抜試験における地域推薦、B推薦を導入、社会人特別選抜

の拡大など選抜方法を多様化し、様々な教育需要に応えるとともに、学部の教

育理念に即した人材の確保に努めている。（計画１－３、１－４、１－５） 

２．教育学部における教育参加科目の構造化や経済学部におけるカリキュラムの階

層化等によって、学部の教育方針に沿った専門性と実践力をもった人材の養成

に努めている。（計画２－２、２－３、２－４） 

 

   (改善を要する点) 

１．本学は、FD 事業として、学生による授業評価や成績評価の一貫性・客観性な

ど様々な事業に取り組んでいるが、20 年度から学士課程教育において FD が義務
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化されることを踏まえ、FD 活動を強化していかなければならない。 

（計画４－２、４－３） 

 
   (特色ある点) 

１．地域の特性を生かし、環境や近江の文化に関連した科目に力を入れている。ま

た、滋賀県内に近年外国籍の児童が増えてきていることに対応し、小学校教員

として外国籍児童と接する場合の準備としてポルトガル語・スペイン語、また

隣国の言葉である韓国・朝鮮語を新しく開講するとともに、実地体験を含む多

様な科目を開講している。（計画２－１、２－６） 
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(３)中項目３「教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析 

 

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「教育課程に柔軟に対応する教員組織を編成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「教養教育は全学実施体制を維持・充実する。」に係る状況 

 
教養教育は、各教員が４セメスターに１回担当するとともに、毎年５名の教

員が他キャンパスで開講する全学実施体制を維持している（別添資料 1-3-1-1-1 

p8）。また、両学部共通の滋賀大学独自の特色を持つ授業科目（「滋賀大学で学

ぶ」、「滋賀大学で環境を学ぶ」等）を設置し内容の充実を図っている。 
 
    計画１－２「カリキュラムの各領域において教員の能力を最大限に発揮できる組織

体制を構築する。」に係る状況 

 

柔軟な教員組織を編成するため、大学として、任期制の特任教員制度や、学

部学生の SA（スタディ・アシスタント）制度を整備した。 

教育学部では、17 年度から学校教育教員養成課程を新しい系・コース制（４

コースの新設と 10 コースの再編）へ移行させるときに、情報教育課程及び環境

教育課程との３課程間の連携を視野に入れた学部の教育体制について検討し、

各課程・コースに主担当教員、副担当教員を配置する新体制を組織した（別添

資料 1-3-1-2-1 p8）。 

経済学部では、人事委員会において人事政策の方針を審議し、特任・非常勤

講師の活用や、TA・SA の増員により、教育の質を維持し学習支援を強化できる

陣容を整備している。それによって、クラス数増による大学入門セミナーの少

人数化（前述「資料 1-2-2-5-1」p16 参照）、複数教員によるコア科目講義の安

定的運営、専門科目の開講調整によるコース制の実効化、実践的科目の継続的

実施を実現してきた。 
 
    計画１－３「各学部・研究科においては、教務に関する委員会を見直し、機能を強

化する。」に係る状況 

 
教育学部及び教育学研究科の各種委員会を見直し、相互に連携の強化を目標

に検討し、学部に教務カリキュラム運営委員会を設置し、教務、カリキュラム、

教育実習等に関し責任ある体制の下で、機能的な運営を行っている。また、教

育学研究科では、従来の教務委員会を大学院運営委員会とし、教務を含む執行

体制の強化を行った（別添資料 1-3-1-3-1 p9）。 

経済学部では、複数の教務関連委員会を副学部長及び副研究科長が所管する

組織体制にし、定期的に開催される学部執行部会議で連絡・調整を行っている。

学部執行部体制の下で、各委員会が役割分担関係を明確にしつつ課題と改革の

実行を進めた（別添資料 1-3-1-3-2 p9）。 

 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

全学共通教養科目については、内容の充実を図り全学の全教員で組織的に担う

体制を整えた。また、大学として特任教員制度等を整え、教育目標に添った柔軟な

活用を可能とし、教育改革を効果的に遂行しうる教員組織の編成を行っている。さ

らに、教育運営・教育改革を担当する教務関連委員会の機能も強化している。 
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   ○小項目２「教官及び学生が、学業を通じたコミュニティを形成しうる環境の整備を

進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「分散校地のハンディキャップを解消するために、遠隔教育を充実させ

る。機器更新等のインフラの整備を行うとともに、利用度を向上させ、またテ

ィーチングアシスタントの適正な配置を行う。」に係る状況 

 
遠隔教育の充実のため、18 年度から ATM 回線通信を光通信に切り替える等ネ

ットワークシステムのインフラ整備を行った。また、全学共通教養科目につい

ては、計画的に遠隔講義を実施している（資料 1-3-2-1-1）。また、遠隔授業の

円滑な実施のために、ティーチングアシスタントを配置した。 

また、現代 GP の取り組みでは、教養科目の特定主題分野について双方向の

e-learning システムを導入し、遠隔教育の効果の向上を図っている。 

 
    計画２－２「少人数教育の充実、シラバス電子化・定期試験問題集の作成等による

教育情報の学生への伝達の強化、e-learning の推進、HP・メールの活用等によ

る教員と学生のコミュニケーションの緊密化を図る。」に係る状況 

 
教育学部の研究室、経済学部の演習制度のように両学部ともに、学生の学習

基盤となる少人数教育制度をもち、教員と学生のコミュニケーションの緊密化

を図っている。ホームページの充実や Web シラバスの整備により、学生への情

報伝達も拡充している。また、教養科目の特定主題分野について双方向の

e-learning システムも導入している。 

学生数の多い経済学部では、学習支援室や全講義検索システムなどにより、

学生の学習情報の収集を支援している。全講義検索システムは、授業毎に受講

者へのメーリング機能ももっており、教員と学生のコミュニケーションの改善

に寄与している（別添資料 1-3-2-2-1 p9）。 

 

資料 1-3-2-1-1 

（出典：学務課教育改革室資料）
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    計画２－３「情報処理センター・図書館の学習・教育支援機能を強化し、教育学習

機器・図書・資料等の充実、学習のための空間の整備、設備更新を進める。」に

係る状況 

 
図書館の学習・教育支援機能の強化として、シラバス掲載参考図書及び学生

用図書（学生推薦分を含む）の充実や、教員による読書奨励・読書案内を実施

している。また、「図書館利用に関するアンケート」調査等の結果により図書館

本館の内部改修、学生の学習空間の整備及び利用時間の延長などを実施した。

さらに、授業料の１％を教育用図書費として確保することを定め、20 年度から

実施する。  

経済学部のカリキュラム改革・教育支援との関連で、全講義検索システムと

図書館データベースを連動させるシステム整備を進めた。これによって図書デ

ータベースや電子ジャーナルだけでなく、有価証券報告書、日本法・判例デー

タベースの利用環境が一層整備された。 

情報処理センターでは、ネットワーク機器の全面更新、キャンパス間ネット

ワークの高速化、各種サーバシステム及び情報教育用端末の最適な更新を行い、

教育研究支援機能の強化を図った。 

 
    計画２－４「教育学部では、キャンパスを利用した体験的環境教育プログラムや湖

沼環境教育施設の整備を進める。経済学部では、実践的教育プログラムの導入

に対応できる施設の整備を進める。」に係る状況 

 
教育学部では、自然環境教育施設を活用して、環境教育教材開発研究会の開

催、琵琶湖体験学習、JICA の委託事業「水環境を主題とした環境教育Ⅱ」をは

じめとした環境教育に関する研究会等を実施した。また、琵琶湖体験学習を行

うための新しい調査艇を建造、特色 GP「びわ湖から学ぶ環境マインド」の採択

により、これまで以上に琵琶湖体験学習を充実させた（資料 1-3-2-4-1）。 

環境総合研究センターでは、分館「びわ湖瀬田川オブザベトリ」の改築整備

を行うとともに、センター分室（彦根キャンパス）の整備を行った（資料

1-3-2-4-2）。 

経済学部では、実践教育を重視した学習空間の整備を目的として教室・演習

室に情報機器、ネットワークの設置を進め、また実践的言語運用能力の向上の

ためのランゲージラボなどのインフラ整備と利用促進のためのプロジェクトを

実施した。 

資料 1-3-2-4-1 調査艇の建造 

（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報）

（ http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:

169&r=0）） 

資料 1-3-2-4-2 環境総合研究センター分館改築 

 
（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報） 
（ http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:6

10&r=0））
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      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

両学部ともに学習コミュニティの基盤となる少人数教育を実施し、さらに教育

学部の体験的環境教育プログラムや経済学部の実践教育を重視した学習空間の整

備のように、両学部において、環境整備を着実に実施している。さらに全学的にも、

分散校地のハンディキャップを解消するために、遠隔教育の充実、Web シラバスに

よる教育情報の学生への伝達の強化、e-learning の推進、HP・メールの活用等に

よる教員と学生のコミュニケーションの緊密化を図った。また、附属図書館のシラ

バス掲載参考図書及び学生用図書、情報処理センターでのネットワーク関係の充実

により、教育研究支援機能の強化を図った。 
 
   ○小項目３「教育評価システムの整備を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「学生による授業評価を継続的に実施する。教育評価への学生参画をさ

らに進めて教育改善に生かす方策を探ると同時に、情報の相互参照による教員

の自己啓発を促す。」に係る状況 

 
学生による授業評価を

継続的に実施し、分析結

果を各教員に返却し、授

業改善に資している。こ

れらの結果はFD事業報告

書に掲載している（別添

資料 1-3-3-1-1 p9）。教

育学部では、保護者によ

る授業参観と合わせて、

教員相互による授業参観

を行う体制を整えた。経

済学部では、教育評価へ

の学生参画として、学生

FD 連絡会議が開催され、

FD について議論及び調査

している。授業評価アン

ケートについて、Web 上で

結果についての各教員コメント（アンケート結果についてのリプライ）を学生

に公開するシステムも整備した（資料 1-3-3-1-2）。 

 
      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

学生による授業評価を継続的に実施し、学生のFD活動への参加、教員の授業改善

への反映状況を確認する仕組み（教育学部教員調査、経済学部コメント公開システ

ム）、さらにアンケート結果の全学的検討を通じて、教育の実施状況を評価し、改革

課題の把握と共有するための活動を実施している。 

 
   ○小項目４「教育の質の向上のための諸事業を行う。」の分析 

資料 1-3-3-1-2 授業評価アンケートの公開 

（出典：滋賀大学経済学部全講義科目検索ページ 
（https://lec.biwako.shiga-u.ac.jp/AllWeb2/）） 
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   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「教育の質の向上と改善を図る学部の委員会、および統括的な全学の委

員会の機能を強化し、継続的にデータ収集と分析、開示を行う。」に係る状況 

 
全学教育部会、全学共通教育部会を置き、統括的な機能を強化するとともに

教育改革室を設置し、教育の質の向上の取り組みを全学的に支援している。同

部会では、教育の質の向上と改善を図るために、各学部の現状の調査を行い、

相互の交流を図る必要があることが認識され、17 年度から教育改革の経験交流

と議論をより一層進めるため、教育改革フォーラムを開催した（資料 1-3-4-1-1）。

フォーラムでは、大学入門セミナーの目標、教育方法、全学共通教養科目と学

部特性を考慮すべきもの等について議論し、改善すべき課題を整理するなどの

取り組みを進めた。また、外部の取り組みを学ぶため、外部講師による FD 講演

会も両キャンパスにおいて実施している。 

 
    計画４－２「現在、毎年度点検報告会を行い外部評価を得て、３年ごとに自己点検

報告書を発行し、全教官に配布しているが、その改革へのフィードバックの方

法を考案する。」に係る状況 

 
法人化以降、毎年度、

「中期目標・中期計画・

年度計画に関する点検・

評価報告会」を 12 月に開

催し、教職員、学生及び

学外者に公開している

（資料 1-3-4-2-1）。 

その成果の改革へのフ

ィードバックの方法を改

善するために、まず報告

会において、学長、理事、

学部長等から所掌事項の

現状と今後の課題等につ

いて報告するだけでなく、

過年度の実績報告書の評

価結果への対応について

は、その改善状況につい

ても報告するように改め

た。そして、この報告会

の資料は、毎年、「自己点検・評価報告書」として取りまとめ、全教員に配付し、

資料 1-3-4-1-1 

 
（出典：学務課教育改革室） 

資料 1-3-4-2-1
第４回滋賀大学中期目標・中期計画・年度計画に関する
点検・報告会 

（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報） 
（ http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:583&r
=0）） 
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教育改革の現状と課題の共有をはかり、全学的な議論を行えるようにしている。  
 
      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

教育改革室を設置するなど組織体制を整備し、教育改革フォーラムのように、

学部等における教育の質の向上を全学的に支援する取り組みを行っている。自己点

検・報告の方法についても、課題の認識が改革の実践にフィードバックされるよう

方法を改善した。 

それらの活動は、18 年度に文部科学省の教育改革プログラム（GP）等に４つの

プログラムが採択されるという、全学的な教育改革活動の活性化につながっている

（19 年度にも「社会人の学び直しプログラム」の１件が採択されている）。 

 

②中項目３の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

大学として、教育の中期目標達成に即した教員配置を実現するために特任教員

制度などを整え、適切な教員組織を実現している。また、図書館・情報ネットワー

クの改善など学習空間としてのキャンパスの環境整備を進め、さらに少人数教育を

基盤として学生と教員の緊密なコミュニケーションを実現している。教養教育につ

いては、全教員で担当する体制を整え、遠隔講義システムや e-learning により、

２つのキャンパスで一体的運営を実現するためのインフラを整備している。 

全学的な部会や教育改革室など、教育の実施状況の評価と改革のための組織体

制を整備し、教育改革の課題を全学的に共有し改革を進めている。両学部において

も、それと連携しつつ教育改革のための取り組みが進んでいる。その結果、教育学

部における環境教育プログラムや経済学部における実践的教育プログラムが実現

しており、それを学生評価や外部評価の中で、より優れたものにする取り組みを行

っている。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．特任教員制度や、TA、SA、非常勤講師など、多様な人的資源を活用し、質の高

い教育を実行できる体制を整備している。教養教育では、全教員が参加する仕

組みを整え、多様な授業を提供できる体制を形成した。教育の実施状況の評価

と改革のための活動の実施体制を整え、教育の実施状況と課題を踏まえた教育

改革を実施した。そのことは、全学レベルで、GP の採択につながっている。（計

画１－１、１－２） 
 
   (改善を要する点) 

１．教育システム全体としての実施状況・効果を評価する仕組みや活動は整備され

ているが、個々の授業の改善については、基本的に、教員個人の授業改善に任

されており、それを支える全体の活動の共有が必要である。（計画３－１） 
 

   (特色ある点) 

１．遠隔の２キャンパスという立地条件を克服し、全学的教育目標のもとに教養教

育を運営するため、全教員が担当する体制を整え、遠隔講義システム、

e-learning を活用している。（計画２－１） 
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(４)中項目４「学生への支援に関する目標」の達成状況分析 

 

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「学生相談体制の問題点把握に努め、関係機関との連携を図りつつ、学生

相談体制の整備・充実を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「平成 18 年度末までに、学生相談の実態調査結果をふまえて、学生相

談体制のあり方を再検討し、保健管理センター等との連携のもとに整備・充実

を図る。」に係る状況 

 

学生の生活実態や意識については、「学生生活実態調査」や「学生相談に関す

る意識・実態調査」を定期的に実施して問題を把握するようにしている（別添

資料 1-4-1-1-1 p10）。問題を持つ学生に対しては、教育学部の学生ホットライ

ン、経済学部のオフィスアワー、アドバイザー制、キャンパスライフ相談室等

の学生相談体制が設けられ、専門的な立場から保健管理センターが、密接に協

力して相談に当たっている。さらに、本センターでは、定期刊行情報紙、学生

向け及び学生支援者用の冊子の発行、女性カウンセラーによるカウンセリング、

婦人科女性医師による女性相談、AED・熱中症指標計の配置など、心身両面の健

康相談・支援体制を充実させている。 
 
    計画１－２「平成 19 年度末までに、学生相談室の設置及び専門の相談員等の配置

を検討する。」に係る状況 

 
学生生活実態調査等の結果から、学生が気軽に相談に来られる「相談室」、

「相談員」等について、関係の組織等と連携を図るとともに、再雇用制度の活

用も含め検討している。 

また、保健管理センターの協力を得て、学生相談員の専門性を高めるための

研修会を開催するなどスキルアップを図っている（別添資料 1-4-1-2-1 p10）。 

 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

両学部の様々な学生相談制度と全学的な保健管理センターのカウンセリング制

度の緊密な協力･連携の下に学生相談の充実を図っている。また、学生相談員とし

ての専門的能力を高めるために、教職員の研修会を実施した。 

 
   ○小項目２「課外活動施設の整備・改善を積極的に促進するとともに、課外活動支援

のための制度の充実を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「課外活動全般にかかわる意見交換会を在学生の参加の下に実施する。」

に係る状況 

 
17 年度に、「法人化時代の課外活動への大学の支援について（基本的考え方）」

を取りまとめた、その後も見直しを加え、19 年度には「滋賀大学における課外活

動等の現状と支援ついての基本的考え方」（別添資料 1-4-2-1-1 p10）として取

りまとめた。 

これらの確実な実施に向け、毎年の学生支援部門との交換会に加え、学長以下

トップとの懇談についても、学生行事や学生の活動機会等に併せ絶えずその機会

を確保するとともに、OB 会・顧問・体育教員・支援団体等との懇談など新たな視
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点を踏まえ多方面からの支援を充実している（別添資料 1-4-2-1-2 p11）。 

 
    計画２－２「課外活動に必要な空間・設備を調査し、その充実に努める。」に係る

状況 

 
空間・設備等の充実については、日常の活動支援に加え、安全性の確保や、活

動時間・防犯対策・地域連

携参加等の課外活動全体を

視点にその施設・設備等の

充実を図っている。 

また、学長・理事と水上

系スポーツクラブの関係者

との意見交換会における、

琵琶湖に隣接する本学の特

性を生かすため、ボートや

ヨット等の充実を行うなど

テーマを持った支援も実施

している（資料 1-4-2-2-1）。 

これらの支援については、

大学・学部からの支援のみ

ならず、関係支援団体との

連携のもとに、後援会・OB

会等からの支援も得て確実

に実施している。 

 

    計画２－３「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 

 

学生が課外活動において

独創力、企画力、実践力な

どを培うことを促すために

｢学生自主企画プロジェク

ト｣の制度を創設し、事業並

びに財政的な援助を行って

いる（資料 1-4-2-3-1）。そ

の成果のひとつとして、19

年度に SIFE 滋賀大学チー

ムが国内大会で優勝し、ニ

ューヨークで開催された世

界大会に出場した（別添資

料 1-1-1-1-2 p1）。 

 

 

 

 

 
      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

学長と学生代表との懇談会や、学部長オフィスアワー(教育学部)、SFA（学生・

資料 1-4-2-2-1
学長と水上系スポーツクラブ関係者との懇談会 

（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報） 
（ http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:155&r
=0）） 

資料 1-4-2-3-1
学生自主企画プロジェクト報告会 

（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報） 
（ http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:621&r
=0）） 
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教員協議会）(経済学部)を開催して、学生生活全般に関する意見交換を実施して

いる。 

また、課外活動支援の基本的考え方を取りまとめ、それに基づいて学生の要望

を聴取しながら、必要な施設･設備の整備を進めている。 

計画以外にも、学生が課外活動において独創力、企画力、実践力などを培うこ

とを促すために｢学生自主企画プロジェクト｣の制度を創設し、事業並びに財政的

な援助を行っている。その成果のひとつとして、19 年度に SIFE 滋賀大学チーム

が国内大会で優勝し、ニューヨークで開催された世界大会に出場した。 
 
   ○小項目３「キャンパス環境を点検し、その改善・整備を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「講義の合間や講義終了後の学生間や学生・教員間の交流のためのフリ

ースペースの布置状況を調査し、充実・改善を図る。」に係る状況 

 
フリースペースの充実について、彦根キャンパスでは学習支援室、多目的ギ

ャラリーを設置した（別添資料 1-4-3-1-1 p11）。また、学習支援室の整備と同

時に、会計資格取得志望者が自主的な交流・学習の場として利用できるように

「会計 LABO 室」等を整備し、学生の活用に供している。 

石山キャンパスでは彦根キャンパスに続き、オープンカフェを設置して充実

に努めた（別添資料 1-4-3-1-2 p11）。また、研究室に基づいたコースごとの小

規模なスペースをより合理的に再編することを検討している。 
 
    計画３－２「夜間及び休日の警備について点検し、安全な環境を確保する。」に係

る状況 

 
夜間及び休日の警備の実態について、盗難等の問題等も踏まえ、安全な環境

を確保するため、学内の警備体制の充実や門扉、更衣室ロッカーの整備を図っ

た。 

現在も、課外活動施設等を中心として、盗難等への対策や火災などの対応等

も踏まえ、建物・設備等の安全について、関係部署との連携を図っている。 
 
      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

彦根キャンパスの学習支援室、オープンカフェ、多目的ギャラリー、石山キャ

ンパスのオープンカフェなどを設置してフリースペースの充実に努めた。 

附属図書館を改修し、グループ学習室等の整備、館内アメニティの向上を図っ

た。また、夜間及び休日の警備の実態について点検し、盗難等の問題も踏まえ、学

内の警備体制の充実や門扉、更衣室ロッカーの整備を図った。さらに、彦根キャン

パスにおいて、駐輪場や夜間外灯の設置などの整備を行った。 
 

   ○小項目４「IT 環境を整備し、学習用の施設の充実と利用改善を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「教育ネットワークの構築を進めると同時に、情報演習室や図書館の利

用について使用時間帯の延長を検討する。」に係る状況 

 
本学のネットワークシステムは、17 年度の WAN のインターネット化、さらに

19 年度の学外通信回線のマルチホーム化、学内通信回線の大容量・高速化の完

了に伴い、遠隔講義や e-Learning の円滑な活用を推進した。 
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また、情報処理センターの情報演習室の使用時間の延長については、18 年 10

月から従来の使用時間

を２時間延長し、学生

の利便性に配慮した。

図書館では、図書館利

用者ニーズの把握のた

め、17 年６月に学生及

び教職員を対象に「図

書館利用に関するアン

ケート調査」を実施し、

その結果を踏まえ、18

年１月から、土曜日及

び日曜日（日曜日は彦

根地区のみ）の使用時

間を延長した。また、

17 年度秋学期試験から

は、試験期間中の日曜

日の開館を実施し、学

生の利用に配慮した。

（資料 1-4-4-1-1） 
 
      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

ネットワーク機器の全面更新、キャンパス間ネットワークの高速化、各種サーバ

システム及び情報教育用端末の最適な更新を行うとともに、利用時間の延長など利

用改善を図った。加えて、附属図書館において、教育学習機器の充実として液晶テ

レビの更新、情報検索パソコンの増設を行い、IT環境を整備した。 

 
   ○小項目５「就職支援活動の一層の充実を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画５－１「卒業までの４年間、継続的に蓄積・更新できる「学生ファイル」の充

実を図り、１年次から進路指導を実施する。」に係る状況 

 
学生ファイル（教育学部：学生進路ファイル、経済学部：就職支援ファイル）

の導入により、入学時の早い時期より、就職（進路）への動機付けを行い、ま

た、それらに必要なキャリア教育を実行していくとともに、就職（進路）の相

談等にも活用している（別添資料 1-4-5-1-1 p12）。特に教育学部では、オンラ

イン運用を行い、４回生の講師斡旋に活用し教員採用率は７割に到達した。18

年度からは就職内定調査も「進路ファイル」に移行し、就職情報メーリングリ

ストや教育実習の校種振り分けにもデータを活用している。 
 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

電子化された｢学生進路ファイル｣(教育学部、17年)、「就職支援ファイル」(経

済学部、18年)の導入により、就職支援は格段に充実された。 

加えて、｢滋賀大学で学ぶ｣、｢キャリアデザイン論｣などの全学共通教養科目を開

資料 1-4-4-1-1  図書館開館日・開館時間 

（出典：滋賀大学図書館ホームページ（利用案内）
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=11/1:0）） 
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講し、１年次からキャリア教育の充実を図っている。また、滋賀大学版の就職用履

歴書や両学部交流就職支援プログラムを作成・実施している。 
 
   ○小項目６「就職業務の情報化を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画６－１「「大学への求人情報」「OB・OG 情報」「就職体験談」の電子情報化、

「教職情報総合データベース」の設計を進める。」に係る状況 

 
教育学部では、求人情報をデータベース化しオンライン提供を始めたが、18

年度からは、さらにメーリングリストへ移行し、求人を含め就職全般の情報を

２日に１本のペースで配信している（別添資料 1-4-6-1-1 p12）。「就職活動体

験記集」「教職データベース」は 17 年度から電子化し就職委員会ホームページ

に掲載している（別添資料 1-4-6-1-2 p12）。 

経済学部では、最新の「大学への就職求人情報」「卒業生の就職状況」「就職

体験談」等の就職関係情報を学部の Web ページに掲載するとともに、「就職支援

行事」開催情報を電子メールにより全学生（該当する回生全員）に通知し徹底

を図っている。 

 
      b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

教育学部では、携帯メールによる情報提供を一層充実させ常勤・非常勤講師の採

用に有効な支援としている。 

経済学部では、「大学への求人情報」［OB・OG情報」「就職体験談」等の就職関係

情報を学部のWebページに掲載するとともに、教職データベースの閲覧を促進してい

る。 

 
   ○小項目７「就職支援組織の充実を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画７－１「就職関連委員会等の組織を見直し、人員配置を含めた支援体制の充実

を図る。」に係る状況 

 
教育学部では、17 年度に就職委員会の在り方を見直し、委員の役割分担を明

確にした（別添資料 1-4-7-1-1 p13）。新コース制への移行にともない 19 年度

に、企画・管理・支援の三部門編成にするとともに担当委員の役割も明確にし

て機能的なものとした。内定調査や配布物の刊行業務を Web 上に移行し、電子

化を進めている。 

経済学部では、就職支援組織の現状分析と必要な見直しを行い、就職支援室

を設置して就職支援の充実を図った。就職実務経験のある社会人を就職指導担

当の特任教員として採用し、経済学部就職支援プログラムを１回生の時から実

施し、学生に対する系統的な就職指導を行っている。また、学生のキャリア形

成を促しつつ就職支援を行うことを目的とした「経済学部キャリア形成総合プ

ログラム」が整備され実行されている（別添資料 1-4-7-1-2 p13）。 

 
      b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

就職支援組織のあり方を検討し、教育学部では、就職委員会を再編･強化した。
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経済学部では、就職支援室を設置し、就職指導担当の特任教員を配置するとともに、

「経済学部キャリア形成総合プログラム」を整備、充実させた。 
 

②中項目４の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

学生相談体制については、気軽に相談できる体制作りを進め、保健管理センタ

ーと密接な協力の下に相談に当たるとともに、新たな相談室・相談員の実現を目指

して引き続き検討を進めている。 
課外活動に関わっては、学生との意見交換会を開催し、また学生の意見も反映

させて施設・設備等の充実を図っている。 
キャンパス環境に関わっては、フリースペースを充実し、また警備体制の充実、

施設・設備の整備を図り、快適で安全な環境を確保している。 
IT については、環境を整備して教育ネットワークの構築、教育学習機器の更新・

増設を行った。また使用時間を延長して利用の改善を図っている。 
就職支援については、学生ファイルを導入して実際の進路指導に活用し、成果

を上げている。また就職情報を電子化し、学生の利用に供している。さらには、就

職支援組織を再編し、支援体制を強化した。 
加えて計画以外にも、課外活動に関わって、事業並びに財政的な援助を行って

いる「学生自主プロジェクト」が大きな成果を上げた。 
 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．学習支援室の整備、情報設備・機器の充実、図書館の改築など、学生の自主的

学習空間としてのキャンパス・アメニティをトータルに改善した。（計画３－１） 
２．警備体制の充実、施設・設備の整備を図り、快適で安全な環境を確保している。 

（計画３－２） 
 
   (改善を要する点) 

１．専門的な立場から保健管理センターが、密接に協力して相談に当たっているが、

高度な、より専門性をもった相談体制にする必要がある。（計画１－１、１－２） 
 

   (特色ある点) 

１．「学生自主企画プロジェクト」の制度を構築し、支援するとともに、報告会開

催等の評価の仕組みを整えた。結果、SIFE 滋賀大学チームが国内大会で優勝し

て世界大会に出場するなど、高い成果を得ている。（計画２－３） 
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２ 研究に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 
   ○小項目１「多様な研究分野にまたがる研究者資源を生かすため、分野横断的学際・

総合プロジェクト研究を推進する。さらに、教育と研究の融合を図り、研究者と院

生・学生を縦断的に統合するプロジェクト研究を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「学内の共同研究数、および産業共同研究センターの活動を通して外部

との共同研究・受託研究数の拡大を図る。また学内研究者を中心に、院生・学

生、外部研究者による共同研究プロジェクトを毎年数本組織する。」に係る状

況 

 
教育学部では、17 年度から学部プロジェクト研究の制度を設けて、共同研究

プロジェクトへの援助を行ってきた。17 年度は 11 件、18 年度は 10 件、19 年度

は９件の共同研究プロジェクトが実施された。この制度で 17 年度に実施された

「携帯電話対応コメントカードシステムを活用した大学授業改善に関する研

究」は、その後、さらに発展して、18 年度の文部科学省の現代的教育ニーズ取

組支援プログラム（現代 GP）に「知識創造型ユビキタスな学びプロジェクト－

携帯電話対応コメントカードシステムを活用した知識想像力の育成－」という

テーマで採択されるに至った。 
また、「琵琶湖をはじめとした環境の保全と創造を中心に、地域にかかわる諸

研究に総力で取り組む」という目標を実現するために環境総合研究センターと

共同研究に取り組んできた。さらに、教育学部附属教育実践総合センター及び

地域教育支援室においては、多数のプロジェクト研究が実施された。これらの

共同研究では、院生・学生も積極的に参加して、附属学校園や地域の公立学校

との間で活発な共同研究が行われた（資料 2-1-1-1-1）。 
経済学部では、「東アジア

-太平洋地域の社会、経済、

教育、文化等の分野で、グ

ローバルなひろがりをもっ

た個性あるプロジェクトを

推進する」という目標の実

現を目指し、毎年着実に共

同研究を実施してきた。特

にアジア太平洋地域の大学

との学術交流協定に基づく

共同研究や、産業共同セン

ターを通じた地域からの委

託研究の形で、環境、東ア

ジア、リスクの重点分野の

研究を展開している（資料 2-1-1-1-1）。また、経済経営研究所・リスク研究セ

ンター・史料館を中心に学内の研究支援ネットワークを構築に努め、研究紀要、

ワーキングペーパーなどにより学内研究成果を公開するとともに、学内外の研

究者や院生による研究交流の場を設けている。 
産業共同研究センターでは、共同研究数・受託研究数の拡大を図るため、セ

ミナー等の実施、各種フォーラム、交流会への参加、パネル展示等を積極的に

行っている。これらの取り組みを通じて、17 年度経済産業省産業競争力人材育

資料 2-1-1-1-1 
 環境・東アジア・リスク等に係るプロジェクト研究の一覧 

教育学部 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 

環境  ７ ９ ７ 

地域教育支援  ３ 1７ ２５ 
 

経済学部 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 

環境 0 1 1 1 

東アジア 0 1 1 1 

リスク 1 2 1 1 

（出典：教育学部、経済学部） 
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成プログラム開発事業に「県内の湖北３大学（滋賀大学、滋賀県立大学、長浜

バイオ大学）連携びわ湖地域中小企業経営者・幹部向け MOT プログラム」が採

択された。（別添資料 2-1-1-1-2 p14） 

また、滋賀大学教育研究プロジェクトセンターを設置した。毎年 10 本程度採

択されるプロジェクトは、本学が有する知的財産と創造力を活用し、特色ある

教育活動、研究活動を支援するものである（別添資料 2-1-1-1-3 p14）。 
 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

教育学部、経済学部ともに環境総合研究センター、教育学部附属教育実践総合

センター、地域教育支援室、産業共同研究センターなどと協力して多くの共同研

究に取り組んだ。特に、教育学部の附属学校園や地域の学校との間の共同研究プ

ロジェクトでは、院生や学生の積極的な参加が見られた。経済学部でも、重点研

究分野を中心に、共同研究が実施された。 
また、「滋賀大学教育研究プロジェクトセンター」の設置は、各種の共同研究プ

ロジェクトの活性化に資するところが大きい。 
 
○小項目２「人文・社会・自然科学分野の多様な研究課題に積極的に取り組み、その

成果を普遍化するとともに、総合的な地域研究センターとしての機能の充実を目指

す。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「人文・社会・自然科学分野の多様な研究課題への取り組みを進めるた

め、「環琵琶湖研究ネットワーク」を組織する。」に係る状況 

 

琵琶湖をテーマとして、

人文・社会・自然科学分

野の一層の研究の推進と

教育の充実を図るため、

滋賀県立大学、（財）国際

湖沼環境委員会と本学の

三者で、研究協力協定を

締結（19年７月21日）し、

研究ネットワークを構築

した（資料 2-1-2-1-1）。 

今後、共同研究の推進、

学術研究等の情報交換、

講演会・シンポジウム・

セミナー等を共催する。

（Ⅲ表：53-1） 

 

 

    計画２－２「本学における環境に関する学際的・総合的な研究及び教育を推進する

ために平成 16 年度に教育学部附属環境教育湖沼実習センターを改組し、環境総

合研究センターの機能を充実させる。」に係る状況 

 
環境に関する学際的・総合的な研究、教育の推進を通じて持続可能な社会の

実現に資することを目的として、16 年度に教育学部附属環境教育湖沼実習セン

ターを改組し、環境総合研究センターを設置した。環境総合研究センターでは、

「琵琶湖をはじめとした環境の保全と創造を中心に、地域にかかわる諸研究に

資料 2-1-2-1-1

（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報）） 
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=8）） 
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総力で取り組む」という中期目標・計画を実現するために、国内や中国、韓国

などの研究者と共同研究プロジェクト（別添資料 2-1-2-2-1 p14）を実施する

とともに、国際フォーラムも開催し、琵琶湖の環境政策をめぐる課題に関する

研究や琵琶湖・淀川水系における河川整備計画の策定についての研究など、琵

琶湖をめぐる環境問題や流域ガバナンスに関する研究成果をあげることができ

た。（Ⅲ表：53-1）（Ⅲ表：53-2） 

 
    計画２－３「本学におけるリスクに関する研究及び教育を推進するために、「リス

ク研究センター」の活動を強化する。」に係る状況 

 

リスク研究センターでは、共同研究体制、特に国際ネットワークの拡充に努

めており、現在、中国の東北財経大学、ハノイの国民経済大学、オーストラリ

アのシドニー大学国際リスク研究所、英国シェフィールド大学東アジア研究所

等との連携を深め、共同研究体制を整えつつある。研究分野としては、国際リ

スクプロジェクト、社会経済プロジェクト、金融リスクプロジェクトと大きく

３分野を柱として研究を進めている。また、国内外の研究者を招いての講演会・

セミナー・研究会の開催は、学内教育にも資するものとしてその開催に力を入

れている。その結果、経済学部においては、リスク分野の高度な内容をもつ研

究が増加している（資料 2-1-2-3-1）。（Ⅲ表：53-2）（Ⅲ表：53-3） 

 
      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

琵琶湖研究において、他大学や研究機関と研究ネットワークを組織するとと

もに、環境総合研究センターでは、琵琶湖をめぐる環境問題や流域ガバナンス

に関する研究に取り組み大きな成果を挙げており、地域における研究センター

としての機能を高めている。 

リスク研究センターは、国際リスク管理の評価と応用、金融リスクの理論と

実証、社会経済リスクの総合的研究等の研究を進め、着実に優れた研究成果を

生み出しており、この分野での中心的研究機関としての地位を築きつつある。 
 

○小項目３「東アジア－太平洋地域の社会、経済、教育、文化等の分野で、特色ある

研究を推進する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「東アジア－太平洋地域との社会、経済、教育、文化等の分野での研究

交流、および国際協力を行うシステムを組織化する。」に係る状況 

 

中国の東北財経大学との教育研究交流協定に基づき同大学と共同で本学の教

育研究の重点領域である「東アジア経済研究」と「環境政策研究」を実施した。

資料 2-1-2-3-1 

（出典：リスク研究センター（セミナー・講演会情報）より作成 
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=28/10/2）） 
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その一環として、本学及び東北財経大学において共同シンポジウムを開催して

いる（別添資料 2-1-3-1-1 p15）。また、18 年度には、東北財経大学の協力の

下に大連市における水環境保全政策と下水道政策の実態調査を行った。 

リスク研究センターは、18 年にベトナムのハノイ国民経済大学との間で研究

交流覚書を交わし、滋賀県の協力の下に共同講演会「ベトナムの経済政策と投

資促進」を実施し、19 年には、ハノイ国民経済大学において本学部の教員の参

加の下にセミナー「経済発展のための投資環境とリスク」を実施した。 

経済経営研究所では、東アジアワークショップを立ち上げ、学外の研究者も

招請して、学内外の研究交流を進めている。 

教育学部では、「タイ北部を中心とした学校における環境教育の実態調査と体

験型環境学習の導入・実践」が実施され、タイ・チェンマイで環境教育に関す

るワークショップを開催した。さらに、その応用として、カンボジアの首都プ

ノンペンで教育省、環境省、周辺地域の教育委員会の関係者等の参加を得てワ

ークショップを開催した。また、ベトナムに関する研究としては、「ベトナムの

知的障害児と家族の福祉ニーズと地域福祉活動に関する調査研究」が行われた。 
（Ⅲ表：53-2） 

      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

本学の教育研究重点領域である「東アジア」、「環境」、「リスク」、それぞれに関

して、東アジア各国の研究機関との共同研究や共同開催の会議、ワークショップな

ど、活発な活動が展開された。特に、中国の東北財経大学、タイのチェンマイ大学、

ベトナムのハノイ国民経済大学との学術交流協定に基づく活動が、顕著なものであ

るが、東アジアの途上国において地域の課題に即した協力関係が生まれていること

も大きな成果であるといえる。 
 

○小項目４「電子媒体など多様な形態を利用し、研究成果の迅速な公開を進める。」

の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「教員の研究内容に関するデータベース、業績リストを整備し公開す

る。」に係る状況 

 

教員の研究業績リスト等

は、研究者情報管理システ

ムを利用して公開し、教員

個人評価の研究活動の資料

にも活用している。内容は、

定期的に更新している（資

料 2-1-4-1-1）。 

経済経営研究所では、年

度ごとの「滋賀大学経済学

部教員の研究成果・附属等

施設の研究成果」を作成し、

ホームページで公表してい

る（別添資料 2-1-4-1-2 

p15）。また、冊子体も作成

している。 

教育学部では、毎年、『滋

賀大学教育学部紀要』の「滋

資料 2-1-4-1-1

 
（出典：滋賀大学ホームページ（研究者情報総覧）
（ http://kenkyu-web.biwako.shiga-u.ac.jp/Scripts/w
ebsearch/index.htm）） 
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賀大学教育学部研究活動一覧」に、各年度に実施された研究活動や研究業績を

講座ごとにリストとしてまとめて掲載し公表している。 
 

    計画４－２「共同研究による成果を、研究集会・公開講座・シンポジウムによって

公開するとともに、電子媒体による公開も開始する。」に係る状況 

 
教育学部と附属学校園との共同

研究の成果を公開するため、「滋賀

大学教育学部 大学・附属四校園

共同研究発表大会」が開催された。

また、地域連携に関わる教育研究

プロジェクトとして実施された

e-Learning システムの開発研究で

は開発された教材の成果がインタ

ーネットで公開されている。 

環境総合研究センターでは、研

究成果を公開する目的で、日韓環

境シンポジウム、食の安全・安心

を考えるシンポジウム、流域政策

フォーラムを開催した。19 年度に

開催したプロジェクトセンターに

よる減災シンポジウムでは、講師

として、前鳥取県知事の片山善博

氏を招き、滋賀県知事も交えて実

り多い討論会が行われた（資料

2-1-4-2-1）。 

リスク研究センターでは、毎年

10 前後の公開セミナーを開催して

いる（前述「資料 2-1-2-3-1」p38

参照）。 

滋賀大学研究フォー

ラムを開催し、共同研

究成果の公開を進め、

ホームページに公開し

た。また、研究紀要等

本学の学術研究誌を電

子媒体により公開を行

っている。 

教育学部の教員によ

る共同研究の成果「琵

琶湖プランクトンの世

界」は教育学部のホー

ムページで公開され、

さらに、本研究を発展

させた「船上でのプラ

ンクトン観察学習を支

援する PDA 対応動画コ

ンテンツ活用実践の効果」に関する研究が、ペルーで開催された国際学会（第

９回 International Conference of Computers and Advanced Technology in 

Education）で Best Paper Certificate（優秀論文賞)を受賞した（資料 2-1-4-2-2）。 

資料 2-1-4-2-1

 
（出典：滋賀大学環境総合研究センター
（トピックス） 
（ http://rcse.edu.shiga-u.ac.jp/15topics-e
vent/07gensai-071215.htm）） 

資料 2-1-4-2-2

 
（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報） 
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:285&r=0））
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      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

研究者情報管理システム、ホームページ等により、教員の研究成果を公表す

るシステムを確立している。また、教育学部と附属校園との共同研究の成果を

公開するため、共同研究発表大会が開催された。 

環境総合研究センターでは、日韓環境シンポジウム、食の安全・安心を考え

るシンポジウム、流域政策フォーラムなどの開催し、教育研究プロジェクトセ

ンターによる減災シンポジウムなどでも積極的に研究成果を公表し、社会にア

ピールすることができた。 

 

○小項目５「毎年度、各教員・各研究グループが研究目標・計画を作成し、その進行

状況・成果を公表する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画５－１「各教員及び共同研究グループが毎年度研究計画を提出し、その成果を

公表するシステムを構築する。」に係る状況 

 

研究課題や研究成果を公表するシステムとして、研究者情報管理システムを

活用することとし、毎年、更新を行っている（前述「資料 2-1-4-1-1」p39 参照）。

また、経済経営研究所による経済学部ワークショップにより、研究成果の公表

を行っており、教育学部では、毎年、『滋賀大学教育学部紀要』で各講座が目指

す研究の方向性や各教員個人の研究テーマを掲載し、研究活動や研究業績を公

表している。さらに、新たに設置した教育研究プロジェクトセンターにおいて

も毎年度、申請書に研究目的・研究計画を記述させ、年度末には、活動報告書

を提出させている（別添資料 2-1-5-1-1 p15）。            

 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

研究者情報管理システムの活用や、経済経営研究所による経済学部ワークショ

ップにより成果の公表を行っている。また、教育学部では、毎年、『滋賀大学教育

学部紀要』で各講座が目指す研究の方向性や各教員個人の研究テーマを掲載し、研

究活動や研究業績を公表した。 
教育研究プロジェクトセンターにおいても毎年度、研究目的・研究計画や活動報

告書を提出させ、成果の公表に努めている。 

 

○小項目６「多様な研究分野に対する評価システムを確立する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画６－１「多様な研究分野の業績・プロジェクト研究の成果・萌芽的研究や長期

的研究に対する評価システムを確立する。」に係る状況 

 

「教員の個人評価」の評価項目において、多様な研究分野の業績、プロジェ

クト研究の成果、萌芽的研究や長期的研究に対する成果を評価できるシステム

とした（資料 2-1-6-1-1）。 

また、18 年度に設置の教育・研究プロジェクトセンターの推進において、萌

芽的研究に関するプロジェクトを支援するシステムを整備した（別添資料

2-1-1-1-3 p14）。 
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      b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

教員個人評価の評価領域である研究領域や、18 年度に設置した教育研究プロジ

ェクトセンターの推進において、萌芽的研究などに関するプロジェクトを支援、評

価するシステムを整備した。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

大学が重点として掲げている課題を中心に、教育と研究の融合を図り、研究者

と院生・学生を縦断的に統合するプロジェクト研究を進めた。教育学部では、学部

プロジェクト研究の制度を設けて共同研究を推進し、さらに、環境総合研究センタ

ー、附属教育実践総合センター、地域教育支援室などと協力して多様な研究分野に

おいて数多くの共同研究に取り組んだ。 
特に、附属学校園や地域の学校との間の共同研究は、院生や学生が積極的に参

加して進められた。環境総合研究センター、リスク研究センター、産業共同研究セ

ンターなどでも、各々の課題に応じてプロジェクトや県内外の諸機関、他大学との

連携による共同研究を推進した。また、学内の共同研究態勢を促進するために、「滋

賀大学教育研究プロジェクトセンター」を設置して研究の推進を積極的に図った。

その結果、人文・社会・自然科学分野の多様な研究課題に積極的に取り組み、その

成果を普遍化するとともに、総合的な地域研究センターとしての機能の充実ができ

た。 
本学の教育研究重点領域である「東アジア」、「環境」、「リスク」については、

アジア各国で、学術交流協定を締結している東北財経大学、チェンマイ大学、ハノ

資料 2-1-6-1-1  自己点検報告書（抜粋） 

  
（出典：国立大学滋賀大学の教員の個人評価に関する規程実施細則） 
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イ国民経済大学などと共同シンポジウムを開催するなど、活発な活動を展開した。 

研究業績の迅速な公表については、教育学部、経済学部ともに研究成果の公表

を実施している。それは、単に印刷媒体だけではなく、電子媒体を活用し、ホーム

ページなどを利用して公表している。また、環境総合研究センターなどの全学セン

ターも、積極的にシンポジウム、フォーラムを開催し、研究成果を社会に対して公

開している。18 年度に設置した教育研究プロジェクトセンターでは、萌芽的研究

などに関するプロジェクトを支援、評価するシステムを整備し、教員の個人評価シ

ステムなども活用することによって、多様な研究分野に対する評価システムを確立

することができた。 
 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点)  

１．環境総合研究センターを中心に、琵琶湖を擁する滋賀県に立地する大学の特色

を十分に活かし、琵琶湖の環境政策についての課題を含め、流域ガバナンスに

関する研究において優れた成果を挙げることができた。さらには、世界の代表

的な 28 湖沼についての湖沼流域管理の現状と課題に関する研究に代表される、

琵琶湖から発展し世界レベルでの湖沼に関する研究に取り組んで成果を挙げる

ことができた。これらの研究成果は、国際機関における途上国研修のテキスト

として中国、南アジア、中南米、アフリカなどで使われており、また、国連や

世界銀行というような国際機関とも協力して研究活動が行われており国際社会

への貢献も大きい。これらの研究は、「琵琶湖をはじめとした環境の保全と創造

を中心に、地域にかかわる諸研究に総力でとりくむ」という本学の中期目標・

計画に資するものであり、さらに、18 年度に文部科学省の特色ある大学教育支

援プログラム（特色 GP）に「びわ湖から学ぶ環境マインド―調査艇を利用した

湖上体験学習－」が採択されたことによって、研究の成果を大学教育に活かす

こともできた。（計画２－２） 

 

   (改善を要する点)  

１．学部紀要や研究者情報管理システムの活用、さらに新たに設置された教育研究

プロジェクトセンターにおいて、研究活動や研究業績を積極的に公表してきた

が、研究計画の事前の提出については、さらなる改善が必要である。教員の個

人評価システムについては、教員の自己評価による研究評価を行ってきたが、

今後は、より客観的な研究評価のシステムを確立していく。（計画５－１） 
 

   (特色ある点)  

１．東アジアに関連した研究として、「タイ北部を中心とした学校における環境教

育の実態調査と体験型環境学習の導入・実践」が実施された。この研究プロジ

ェクトでは、タイ・チェンマイで 11 校のパイロット校を組織し、チェンマイで

環境学習の方法についてワークショップを開催し、さらに、タイで進めている

環境教育を周辺国・地域で応用可能かどうかを検証する目的で、カンボジアの

首都プノンペンで教育省、環境省、周辺地域の教育委員会の関係者等の参加を

得てワークショップを開催するなど、活発な研究活動が海外で展開された。さ

らに、ベトナムに関する研究としては、「ベトナムの知的障害児と家族の福祉ニ

ーズと地域福祉活動に関する調査研究」が行われた。この研究は、ベトナムに

おいて知的障害のある子どもたちに対する早期介入（療育）と教育保障、生活

支援が、どのように実施され、どのような課題があるのかを、保護者及び関係

者への聞き取り調査などにより実証的に考察したものである。これらの研究は、

本学の研究の目標に掲げられている「東アジア－太平洋地域の社会、経済、教

育、文化等の分野で、特色ある研究を推進する」ことに資するものであり、他

大学には見られない、本学独自の研究成果である。（計画３－１） 
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(２)中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 
 

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「個人研究、ならびに時代に即した質の高い共同研究を組織的に進める。」

の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「理事の下に研究推進部会を設ける。」に係る状況 

 
総務・学術担当理事を部会長に16年度に研究推進部会を設置した。同部会は、

全学研究フォーラムの開催、科学研究費補助金の申請率と採択率アップへの取

り組み、18 年度の教育研究プロジェクトセンターの設置等、全学的な共同研究

の一層の展開を図るための取り組みを行っている。特に、教育研究プロジェク

トセンターでは、すでに活動実績のある教育研究プロジェクトの推進と萌芽的

な研究の援助として、例年、全学で 10 件程度のプロジェクトを採択している（別

添資料 2-1-1-1-3 p14）。また学部においても、教育学部「学部プロジェクト研

究の制度」、経済学部の基金による研究支援制度の取り組みが行われている。こ

れらの支援制度は、科研費や GP などの外部資金を獲得するためのシーズとなる

教育研究へのサポートの意味ももち、また国際的に評価を受ける研究成果にも

つながっている。これらを統括する同部会の取り組みは、個人研究・共同研究

等の推進組織として多大に機能している。 

 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

研究推進部会による全学研究フォーラムの開催や、教育学部プロジェクト研究

と滋賀大学教育研究プロジェクトセンター等における共同研究の組織的な取り組

みは、学内の研究の質の向上に貢献している。17 年度教育学部プロジェクト研究

の成果が教育に生かされ、この研究に基づいた教育プログラムが、18 年度に、文

部科学省の現代 GP に採択された。 

 

   ○小項目２「研究の質の向上につながるよう教育・研究組織の柔軟化を図る。」の分

析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「教員の行政負担の見直し、研究時間確保のための制度設計の検討を開

始し、できるだけ早期に実施に移す。」に係る状況 

 
従来、必要に応じて設置されていた多数の全学委員会（27）を整理統合し、

必要最低限の 2 つの全学委員会のみとした。それを補う措置として、各理事の

もとに少人数のメンバーで組織する部会を設置し、機動的な組織構成とした（別

添資料 2-2-2-1-1 p16）。また、学部・研究科では、副学部長・副研究科長制度

をそれぞれ導入し、学部運営において、学部長のリーダーシップのもとに効率

化を図った。その結果、教員の行政的業務への参加のあり方を、より集中的、

効率的なものとすることができた。 

また、教授会の回数の削減や会議資料、議事録、報告事項のホームページ掲

載などの効率的運営により、時間短縮等を図った。 

 
      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 
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(判断理由) 

従来の全学委員会（27 委員会）を整理統合するなど、教員の行政負担を軽減さ

せるとともに、副学部長・副研究科長制度を導入し学部運営の効率化や研究時間の

確保を図った。 

 

   ○小項目３「科学研究費補助金や外部からの研究費導入により、研究レベルの向上を

図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「科学研究費補助金の申請率の向上をはかり、あわせてその採択数の増

加に努める。」に係る状況 

 
科学研究費補助金説明会を毎年

開催するとともに、研究推進部会

が作成した、科研費マニュアル「科

学研究費補助金をゲットしよう」

（2006 年度版）を全教員に配付し、

申請率と採択率の向上を目指した

（資料 2-2-3-1-1）。積極的に申請

する者には、何らかのインセンテ

ィブを制度として設けることを検

討している。 

また、教育学部プロジェクト研

究、滋賀大学教育研究プロジェク

トセンターを設置し、共同研究の

組織化を図り、科学研究費補助金

等の外部資金の獲得に努めた。そ

の結果、全学の外部資金受け入れ

は、中期計画前よりも増加してい

る（別添資料 2-2-3-1-2 p16）。ま

た、教育学部プロジェクト研究の成果を基にした教育プロジェクトが 18 年度に

現代 GP に採択された。 

 
    計画３－２「経済学部では後援基金など既存受入れ資源を利用して、プロジェクト

研究費を一定枠設ける。」に係る状況 

 
経済学部では、個人の基盤的研究費の確保に努力することに加えて、後援基

金など既存受入れ資源を活かして「競争的研究資金プログラム」を整備し、研

究活動の支援と促進のための体制を整えている（別添資料 2-2-3-2-1 p16）。こ

れらは、科研費など外部資金を獲得するためのシーズとなる研究へのサポート

の意味ももっており、これにより各自の研究を継続、発展させ、次年度の科研

費及び他の外部資金の応募へのステップアップの手段とすることをねらいとし

ている。 
 
      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

科学研究費補助金の申請率、採択数向上のための取り組みや、教育学部プロジェ

クト研究、滋賀大学教育研究プロジェクトセンター設置により、共同研究の組織化

を強化し、外部資金の獲得に努め、研究レベルの向上を図った。また、学内教育研

資料 2-2-3-1-1 科学研究費補助金説明会

 
（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報）
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c 
=topics:292&r=0））



滋賀大学 研究 

 - 46 -

究支援基金など既存受入れ資金を利用して、個人研究、共同研究を助成することに

より、教員の意欲を高めた。 

 
   ○小項目４「プロジェクト研究推進のための環境を整備する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「プロジェクト研究のための共同研究室の設置を目指す。」に係る状況 

 
全学の滋賀大学教育研究プロジェクトセンター、教育学部プロジェクト研究

を設け、学内プロジェクトの組織化を支援・促進した（別添資料 2-2-4-1-1 p16）。 

 
    計画４－２「リサーチアシスタントを含む研究支援のための人的配置とその活用を

検討する。」に係る状況 

 
リサーチアシスタントを増員し多方面から幅広く採用し、教育・研究の充実

に資する研究支援体制の整備を図った（別添資料 2-2-4-2-1 p16）。また、研究

推進部会が中心となって、科学研究費の間接経費を利用して、教員が科研費を

申請する際に援助する体制も整えた。 
 
    計画４－３「顕著な成果をあげた教員又はプロジェクトに対して支援を行う。」に

係る状況 

 
内外で顕著な業績をあげた教

員やプロジェクトに対しては、

学長による表彰を行う制度を設

けた（資料 2-2-4-3-1）。また、

滋賀大学教育研究支援基金の事

業として、成果の刊行や投稿料、

海外での学会発表料などの支援

を行う具体的な検討を進めてい

る。 
 
 
 
 
 
      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

プロジェクト研究推進のため、教育研究プロジェクトセンターの設置やリサーチ

アシスタントの採用を行い研究支援体制の整備を図った。また、重点分野について

人的配置も含め研究拠点となる学内研究組織を整備するとともに、海外とのネット

ワーク整備も進めている。さらに、顕著な成果をあげた教員又はプロジェクトに対

する表彰や刊行、発表に対する支援を行う体制を立ち上げた。 

 
   ○小項目５「センター、史料館など大学附属機関による研究の促進と事業の進展を図

る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画５－１「地域連携センター、生涯学習教育研究センター、産業共同研究センタ

ー、環境総合研究センター、情報処理センター、経済学部附属史料館、教育学

資料 2-2-4-3-1 

（出典：滋賀大学規程集） 
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部附属教育実践総合センターによる、地域貢献諸事業の効率的な連携体制を構

築する。」に係る状況 

 
19 年度より全学センター管理委員会を立ち上げ、全てのセンターが相互に連

携を図る体制ができた（別添資料 2-2-5-1-1 p17）。各センターが実施している

地域貢献諸事業を効率的に連携して推進していくために、統一的なフォーマッ

トにより活動実施計画と活動報告を作成し、インターネットを介して公開する

こととした。これにより、各センターが、他のセンターと情報を共有すること

で、地域貢献諸事業を効率的に推進していくことが可能となった（別添資料

2-2-5-1-2 p17）。 
 
    計画５－２「電子図書館的機能の充実を検討し、研究支援に供する。」に係る状況 

 

電子図書館的機能の充実のため、電子ジャーナル一覧（A to Z）を早期に導

入した。また、これに図書館ホームページを改訂して研究ポータルとして機能

させ、研究に有用な各種機関とリンクさせるなど利用者サービスの向上を図っ

た（別添資料 2-2-5-2-1 p17）。19 年度には、機関リポジトリーの開設につい

ても検討し、20 年度には、設置する予定をしている。 

 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

各種のセンター、史料館などの附属機関の機能を高め有効な連携が可能になる

ように全学センター管理委員会を設置し、地域貢献事業が機能的に実施できるよう

にした。また、電子図書館的機能の充実のため、電子ジャーナル一覧（A to Z）の

導入を行った。 
 

②中項目２の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

全学的な教育研究支援を図るため、研究推進部会と学部の関連委員会を立ち上げ、

滋賀大学教育研究プロジェクトセンター、教育学部プロジェクト研究の制度を設け

たことにより、学内の共同研究の実施が容易になった。滋賀大学教育研究プロジェ

クトセンターでは、重点教育プログラム、重点研究プログラム、萌芽的教育プロジ

ェクト、萌芽的研究プロジェクトの4つの種目について資金援助を行った。また、教

育学部プロジェクト研究では、毎年、附属学校園の教員を含む教育研究プロジェク

ト10数件程度を採択し、援助を行ってきた。本学では、これら学内の競争的研究資

金プログラムを通して、個人研究、共同研究を助成すると同時に、研究レベルを向

上させることを目指しており、実際にそこで推進した事業が、科学研究費などの外

部資金の獲得に貢献している。なかでも、17年度の教育学部プロジェクト研究で支

援した研究に基づいた教育プログラム「知識創造型ユビキタスな学びプロジェクト」

が18年度に文部科学省の現代GPに採択された。また、上記の学内研究資金プログラ

ムは、若手教員の研究支援としても機能している。各センターにおいても、独自の

テーマを持つだけではなく、地域貢献事業において有効な連携を図る体制を確立し

た。 

その他、RA採用の拡充、図書館の電子化など、研究活動支援の体制も充実させた。

特に、環境総合研究センターやリスク研究センターでは、本学の重点領域において

拠点となる研究組織を整備し、研究の活性化を図っている。さらに、共同研究推進
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の基盤となる地域・海外との連携作りを着実に実施しており、本学の重点的研究分

野での研究実施体制を構築しているといえる。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．環境総合研究センターなど重点分野における学内の個人・共同研究拠点を整備

するとともに、地域・国際的研究拠点形成を目指すネットワーク整備を推進し、

実現している。また、教育学部プロジェクト研究や、学長のリーダーシップに

基づく滋賀大学教育研究プロジェクトセンターを設置して、プロジェクト支援

資金枠を設けるとともに、既存受入れ基金を利用して競争的研究資金プログラ

ムを整備し、個人研究、共同研究を助成している。これらの措置は、研究レベ

ルの向上に貢献している。（計画１－１） 

 

   (改善を要する点) 

１．外部資金全体の獲得は、中期計画前と比較して増加しているが、科学研究費補

助金の申請率・採択率の向上のためには、一層の取り組みが必要である。（計画

３－１） 

 

   (特色ある点) 

１．17 年度設置の教育学部プロジェクト研究や 18 年度に設置した滋賀大学教育研

究プロジェクトセンターにおける共同研究の組織的な取り組みは、学内の研究

の質の向上に貢献している。特に、17 年度教育学部プロジェクト研究の成果と

して、この研究に基づいた教育プログラムが、18 年度に、文部科学省の現代 GP

に採択された。（計画１－１） 
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３ 社会との連携、国際交流等に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「社会との連携、国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 
   ○小項目１「地域のニーズに応え、地域の振興、産業の発展、教育の向上のため、大

学の有する情報、知的財産を産業界、地域社会、市民など広く一般に公開・還元し

て、積極的に社会貢献を推進する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１－１「地域の環境関連施設と連携して、「環境学習支援士」の資格を授与す

るための体制を平成 16 年度に整備する。」に係る状況 

 
学校や地域で先頭に立ち環境問題の解決に取り組むリーダーの養成を意図し

て構想された、本学の独自資格「環境学習支援士」は、17 年度から養成プログ

ラムを開始した。18 年度に第一期生として 10 人、19 年度には、14 名の環境学

習支援士を誕生させた。有資格者は、出前講座の開催や教育現場のほか、社会

教育施設、環境民間活動団体(NGO)の専門的な助言などを行える指導者として活

躍が期待される（別添資料 3-1-1-1-1 p18）。また、修了生が地域や学校で環境

学習支援活動を進めていくために、「環境学習支援士の会」結成準備を進め、会

合を開いた。 

 
    計画１－２「各学部・附属センターが発行する各種学術雑誌等の内容の充実と共に、

配付・発行媒体・実費配付等について再検討を行う。研究成果を著書等として

一般向に刊行するために、出版助成制度、大学叢書の公刊など、出版支援体制

を検討する。」に係る状況 

 
各学部・附属センターが発行する各種学術雑誌等のアンケートを実施し、こ

れらの内容調査を行った。刊行物は、発行主体により刊行目的が異なり、広範

で多大の量であることが判明した。また、教育学研究科論文集の電子ジャーナ

ル化について検討し、承諾書による著作権処理を行い、19 年度に試行実施した

（別添資料 3-1-1-2-1 p18）。 

出版支援体制については、教育研究支援基金の事業として検討を進めている。 

 
    計画１－３「大学の有する多様な知的財産、物的財産、資・史料の公開、一般利用

促進のため、資料等の特性に合わせたデータベース化、目録刊行、実物・複製

の展示・公開体制を充実・促進する。」に係る状況 

 
大学の有する知的財産、資料の公開、一般利用促進のため、『琵琶湖プラン

クトン』や『滋賀の伝統食』のデータベースや『情報モラル教材』を e-Learning

コンテンツとして一般公開するなど、各センター等の資料等の特性に合わせ充

実を図った。また、附属史料館においては、絵図データベースの試作や、重要

文化財（「菅浦文書」・「今堀日吉神社文書」・「大嶋神社・奥津嶋神社文書」）

のマイクロ撮影・紙焼・製本化、寄託されている旧家文書群の整理・目録化を

進めた。附属図書館では、昭和 60 年以来毎年開催してきた教科書展が、第 20

回の記念展を迎えたのを機会にこれまでの集大成として『近代日本の教科書の

あゆみ』を 18 年 10 月に刊行した。 

19 年度は、彦根城築城 400 年祭記念滋賀大学協賛事業の一環として、本学附

属図書館が所蔵する旧教科書及び彦根藩弘道館旧蔵書の展示公開を行ったほか、

春季展示と、企画展及び関連講演会を開催した。400 年祭とタイアップした企画
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内容や一般公開の積極的 PR 等を通じて、従来を大きく上回る数の見学者・聴衆

を集めることに成功した（別添資料 3-1-1-3-1 p18）。展示・講演会には、多

くの一般市民が訪れ、研究成果の地元への還元及び地域連携の面において、極

めて大きな成果を挙げることができた。（資料 B2-2007 入力データ集:№8-2

講演会展示会参照） 

 
    計画１－４「大津地区に設置しているサテライトの段階的な機能強化を図り、都市

中心部で社会貢献・地域連携を推進する。サテライトを公開講座、生涯学習・

社会人教育、共同研究、高度専門教育等の場として活用する。」に係る状況 

 
大津サテライトプラザを利用した社会貢献・地域連携事業の一つとして、滋賀

大学大津まちづくり懇話会は、その後、産・学・民連携事業の組成に結実した。
また、同サテライトは、公開講座、生涯学習・社会人教育、共同研究、高度専
門教育等の場として活用している（資料 3-1-1-4-1）。 
19 年度の大津サテライト

プラザの利用は、467 件 
4,765 名（前年同期 403 件 
3,811 名）で、各種のセミナ
ー、研究会、部会、ゼミ、
サロン等を開催、利用の定
着が進んだ。特に、滋賀大
学エクゼクティブプログラ
ム、地域活性化プランナー
学び直し塾、地域ブランド
プロジェクト、JICA 研修等
のシリーズ開催の新企画を
実施したことから大津サテ
ライトプラザを、大いに活
用できた。 
さらに、19 年３月には、

彦根市内にある滋賀県立大

学、聖泉大学と彦根市、商

工会議所等と「大学を活か

した地域活性化のための包

括協定」を締結し、彦根駅

前に「大学サテライト・プラザ彦根」を開設し、大学を生かした地域活性化の

ために講演会、公開講座、学び直し塾等を実施している。 

 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

本学の有する多様な知的財産、物的財産、資・史料を、一般利用促進のため、

その特性に合わせたデータベース化、目録刊行、実物・複製の展示など、経済学部

附属史料館、及び附属図書館等における公開体制の充実を図るとともに、最良の知

識と学術情報を広く社会に還元することを目的とする出版支援制度を、滋賀大学教

育研究支援基金の事業として検討している。また、大学独自資格の「環境学習支援

士」養成プログラムの整備、大津サテライトプラザを利用した社会貢献・地域連携

事業、彦根城築城 400 年祭記念滋賀大学協賛事業など、積極的に社会貢献を推進し、

地域のニーズに応えた。 

 
○小項目２「一層、身近で、社会に開かれた、市民に親しみやすい大学を目指す。」

の分析 

資料 3-1-1-4-1 産学民パートナーシップ 

（出典：滋賀大学ホームページ） 
(http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:4
4&r=0） 
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   a)関連する中期計画の分析 

    計画２－１「生涯学習・社会教育のニーズの高まりに対応すべく、大学の行う公開

講座・授業、フォーラム、セミナー、講演会、研修会、見学会等の多様化、出

前（現地巡回）化、受講者層の拡大、魅力ある教材・コンテンツの作成・蓄積

等を推進する。さらに、大学の有する授業、講演会等の映像コンテンツの配信

事業を視野に入れ、ケーブルテレビ放送等地域放送機関との連携を検討する。」

に係る状況 

 
滋賀大学の特徴を生かし

た各種講座を実施すると共

に、県・市教委などと取り

組んでいる淡海生涯カレッ

ジや産官学連携による講座

を開設するなど、公開講

座・授業、フォーラム、セ

ミナー、講演会、見学会等

の多様化を図った。また、

公開講座の募集要項の改善

も行い、申し込みにおいて

もホームページから可能と

なるようにし、受講者層の

拡大を図った（資料 3-1-2-1-1）。 

講演会等の映像コンテンツの配信事業を視野に入れた、ケーブルテレビ放送

等地域放送機関との連携については、これまでテレビ放送局、CATV 局の関係者

への意見聴取を実施する等、検討を重ねてきた。その結果をうけ、本学のニュ

ースを報道関係各社に積極的に情報提供し、パブリシティを進めている。なお、

19 年度は、より地域メディア、報道機関に対して積極的にニュース、情報を提

供し、大学よりの発信を高めた結果、地域の放送機関に数多く取り上げられた

（別添資料 3-1-2-1-2 p19）。 

 

    計画２－２「大学施設の一般公開、市民開放、キャンパスツーリズムが行えるよう、

学内規則、安全管理、防犯、保険等について検討する。」に係る状況 

 

学内規則、安全管理、防犯等について検討を重ねており、休日警備などにつ

いては、実態調査の結果に基づき、警備エリアの拡大など、警備体制の充実を

図っている。その結果、彦根キャンパスの講堂・陵水会館・史料館等の大学施

設の一般公開を組織的・体系的に実施する条件が整い、19 年度には、滋賀大学

キャンパスツーリズム構想（別添資料 3-1-2-2-1 p19）が、本学の彦根城築城

400 年祭協賛事業に位置づけられた。講堂と背後のホールを主会場に、キャンパ

ス全体をパビリオンと見立てて、「士魂商才館」（別添資料 3-1-1-3-1 p18）

を開催した。 

 

    計画２－３「まちづくりへの支援等を通して、大学敷地を含む周辺地区のまちづく

りプランの作成等に関する共同研究組織を立ち上げる。」に係る状況 

 

まちづくりへの支援は、本学が中心となり「NPO 彦根景観フォーラム」（滋賀

県立大学、彦根市、彦根商工会議所などで構成）を組織し、活動を行っている。

同フォーラムは、区画整理促進機構や近畿建設協会からの助成金や国土交通省

から「都市観光の推進による地域づくり支援事業」を受託し、その活動をより

一層進めている（別添資料 3-1-2-3-1 p19）。 

資料 3-1-2-1-1 公開講座開催一覧 

（出典：滋賀大学概要抜粋） 
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また、産業共同研究センターにおいて、コミュニティ・ルネッサンス・フォ

ーラムの成果を踏まえて、18 年度に、まちづくり実践組織の「淡海地域政策フ

ォーラム」を立ち上げた。このフォーラムは、文部科学省の競争的資金に採択

され、順調に成果をあげている。 

 

    計画２－４「学術論文だけの評価に偏重することなく、広く新聞雑誌、TV 等のマ

スコミ、教科書等への記事・写真の登載を推進すると共に、一般社会・地域社

会への成果公開を広義の業績等とするなど教員人事面で適正な評価・処遇を行

う。」に係る状況 

 

評価制度設計部会では、研究分野の評価を学術論文だけで評価することなく、

研究分野の多様性や学術論文以外の業績・貢献についても考慮することが必要

であるとして、「教育活動」、「研究活動」「社会貢献」「大学運営への貢献」の４

領域を教員個人評価の基礎とした。また、研究活動領域には、「教科書の監修・

編集・執筆等」の項目を、社会貢献領域には、「マスコミなどで本学の評価を高

めるために貢献する活動」を評価項目に入れるなど、学術論文だけの評価に偏

重することがないよう配慮した（資料 3-1-2-4-1）。 

 

      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

本学の独自性や特徴を活かし、市民が親しみやすい公開講座などを企画し受講

者の拡大を図るとともに、報道関係各社への本学ニュースの積極的な情報提供を行

った。また、彦根市などと構成する「まちづくり実行委員会」、「NPO 彦根景観フォ

ーラム」を設立・組織して、市民とともに活動を行ったり、彦根城築城 400 年祭協

賛事業への参加やキャンパスイルミネーションの実施など地域との交流を深め、市

民に親しみやすい大学を目指した。 
 

○小項目３「学生の地域社会への参加意識を高め、地域社会における各種活動への参

画・実施を積極的に支援する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画３－１「学内者と学外者間の多様で自由なコミュニケーションを図る知的空間

資料 3-1-2-4-1 自己点検報告書（抜粋）

 
（出典：国立大学滋賀大学の教員の個人評価に関する規程実施細則） 
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の設置を促進する。」に係る状況 

 

17 年３月に、大津サテライトプラザにおいて、第１回サテライトサロンを開

催し、学長が「本学のオンリーワンとナンバーワン」と題して話題を提供し、

学内学外から参加者を得た（資料 3-1-3-1-1）。このサテライトサロンは、毎回

テーマを設定し、自由な意見交換を行っている。また、第２回からは、包括協

定を結んでいる自治体や商工会議所、企業からの参加も求め、学内者と学外者

間の多様で自由なコミュニケーションを図る場として活用している。 

 

    計画３－２「授業等を通じて学生の地域社会への参加意識を一層高め、地域社会と

のふれあい、市民行事、インターンシップ、体験学習、各種ボランティア活動

への参画を積極的に誘導・支援する。」に係る状況 

 
学生の社会参加として、これまで星空映画祭、商店街主催のアートイベント、

“ぶらっと彦根”、“街の駅”などの実行委員やボランティアとして活動を行い、

商店主、アーティスト、市民との協力連携を通してイベントを成功させた。ま

た、県教育委員会が県内のすべての小学５年生を対象に行っている事業の、学

習船「うみのこ」での１泊２日の航海のサポートや学生が“街の駅”を舞台に

小中学生を対象の「おさらい塾」を運用するなど、社会参加が高まり、その結

果、メディアからも注目し始め、新聞・テレビで取り上げられた（別添資料

3-1-3-2-1 p20）。さらに、カリキュラムにおいても実学的科目群を重点的に整

備拡充し、インターンシップ、体験学習、各種ボランティア活動への参画を積

極的に誘導・支援し、学生の地域社会への参加意識を一層高めた。 
 

    計画３－３「滋賀県の「びわこ情報ハイウェイ」などとの接続及び地域に開かれた

ネットワークの構築を図るべく検討する。」に係る状況 

 

滋賀県教育委員会との、「びわ湖情報ハイウェイ」を活用した高大連携事業に

おいて、滋賀県の「びわ湖情報ハイウェイ」との接続の具体的・技術的な検討

を行った。その結果、現有の滋賀大学ネットワークシステムに大きな変更点が

なく、かつ少額予算で運用可能な方式を採用し、びわ湖情報ハイウェイの中の

教育用ネットワーク「しが教育ネット」に直接接続し、本学と県内の県立高校

とを教育ネットワークで結び、高大連携事業として実際に遠隔授業を実施し所

定の目標を達成することができた。（別添資料 3-1-3-3-1 p20） 

 

資料 3-1-3-1-1 

 
（出典：滋賀大学月報№538 号（ｐ2 抜粋）） 
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      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

学生の地域社会への参加として、これまで各種イベントの実行委員やボランテ

ィアとして活動を支援した。また、学習船「うみのこ」での１泊２日の航海のサポ

ートや、学生が“街の駅”を舞台に小中学生を対象とした「おさらい塾」を運用す

るなど、社会参加が高まり、メディアからも注目され、新聞・テレビで取り上げら

れた。 

さらに、世界 50 ヶ国の大学が「地域貢献プロジェクト」の達成度を競い合う SIFE

国内大会で滋賀大学チームが優勝し、日本代表として世界大会に出場するなどの成

果がでている。 

 

○小項目４「地域の大学等との連携を強化する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「滋賀医科大学、滋賀県立大学、私立大学等、相互補完関係にある地域

の大学との教育・研究両面での連携・提携関係を強化して、共同研究、国際的

学会・大規模学会等の共催を推進すると共に、地域における大学連携システム

形成のための体制づくりを目指す。」に係る状況 

 

滋賀県内の 12 大学は、17 年３月単位互換に関する包括協定を締結し、連携を

強化した（別添資料 3-1-4-1-1 p20）。 

また、環びわ湖大学連携推進事業の一環として、本学は、環びわ湖大学コン

ソーシアムの公開講座運営委員会の委員長校として、県民向け公開講座を 17 年

度は「びわ湖の環境」、18 年度は「近江商人」、19 年度は「近江のものづくり」

をテーマに実施した。 

19 年３月には、彦根に設置の滋賀県立大学、聖泉大学と彦根市、商工会議所

等と「大学を活かした地域活性化のための包括協定」を締結し、「大学サテラ

イト・プラザ彦根」を開設し大学を生かした地域活性化のために講演会、公開

講座、学び直し塾等を実施している（別添資料 3-1-4-1-2 p21）。 

 

    計画４－２「県・市町村と連携して、国際的学会、フォーラム等の定期的開催・誘

致に努め、地域社会への貢献を図る。」に係る状況 

 

17 年度に本学と包括協定を締結した５つの自治体を中心に「淡海地域政策フ

ォーラム」を立ち上げ、地域政策ゼミナールの活動を通して、協定の実質的な

仕組みとして、19 年３月に地域政策シンポジウムを開催した（別添資料

3-1-4-2-1 p21）。これを契機に、新たに愛荘町、高島市、湖南市の参加が決ま

った。 

｢淡海地域政策フォーラム｣を恒久的な組織にすべく、文部科学省の 19年度「社

会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム事業に「地域活性化プランナー

の学び直し教育推進プログラム」が採択された。このプログラムを、自治体職

員の政策立案能力向上のために展開した。 

 

      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

環びわ湖大学連携推進会議の名称を「環びわ湖大学コンソーシアム」として改

め、滋賀県内の 12 大学との単位互換に関する包括協定の締結を始めとして、びわ

湖学生フェスティバル、県民向け公開講座の取り組みを行った。また、彦根市に設
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置の滋賀県立大学、聖泉大学と彦根市、商工会議所等との「大学を活かした地域活

性化のための包括協定」の締結や自治体との「淡海地域政策フォーラム」を立ち上

げるなど、地域の大学等との連携を強化した。 

 

○小項目５「特色ある国際交流・国際貢献を推進するための組織体制を整備・充実す

る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画５－１「平成 18 年度を目途に、留学生センターを発展的に解消し、国際交流

センター（仮称）を設置し、国際交流と学生交流を有機的・戦略的に結び付け

た体制を構築する。」に係る状況 

 

18 年４月、留学生センターを発展的に解消し、国際センター（SUi）を発足さ

せた。国際センターは、在学生の交換留学、短期研修プログラム、外国人留学

生の学習・生活支援及び日本語教育を主な事業とする留学生支援部門と交流協

定の締結・更新、教職員の海外派遣・受入事業、キャンパスの国際化推進のた

めの取り組みを主な事業とする教育研究支援部門の２部門で業務を展開してい

る（別添資料 3-1-5-1-1 p21）。 

また、キャンパス国際化推進のためインフラ整備にも努め、テレビ会議シス

テムの導入、ホームページの開設、留学派遣・受入事業のための図書・教材等

の整備を図っている。 

 

    計画５－２「国際交流事業基金の充実を継続して行う。」に係る状況 

 

これまでの国際交流事業基金は、19 年４月発足の「滋賀大学教育研究支援基

金」のなかに取り込み、新たな基金の中で国際交流事業の充実を図ることとし

た（別添資料 3-1-5-2-1 p22）。また、支援基金の更なる募金推進のため、経営

戦略会議の下に「滋賀大学教育研究支援基金募金推進 WG」が設けられ、募金目

標の達成に向けて学内体制が強化された。 

 

    計画５－３「石山キャンパスに国際交流のための宿泊施設（混住方式）を措置する。」

に係る状況 

 

国際交流のための宿泊施設の概算要求が厳しい状況を踏まえ、本学として石

山キャンパスにおいて、平津ヶ丘寮（学生寮）検討ワーキング・グループが設

置され、19 年度予算により寮室の個室化等の内装改修が実施され、その中で留

学生分を７室確保した。 

 

      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

18年４月に国際センター（SUi）を発足させ、専門的知識と経験を有する常勤・

非常勤の教職員を配置した。その結果、本学の国際交流連携の窓口がSUiに一元化さ

れ、これまで部署毎に対応していた国際的な教育研究活動や業務がより効率的で効

果的に推進されるようになった。 

18年度から教育研究特別経費により、テレビ会議システムの整備、ホームページ

による広報活動の充実、留学支援のための情報提供、図書や学習環境の整備等を推

進した。また、石山キャンパスに国際交流のための宿泊施設を７室措置した。 

19年度は、国際交流・国際貢献を推進するための事業として、協定締結校に対す

る交換留学奨励費制度を創設した。今後は、「滋賀大学教育研究支援基金」により、



滋賀大学 社会連携 

 - 56 -

事業の拡充を図る。 

 

○小項目６「学生交流協定の締結と実質化を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画６－１「現在、ディーキン大学（オーストラリア）、湘潭大学（中国）、チェ

ンマイ大学（タイ）、ラジャパット・インスティチュート（タイ）と学生交流

協定を締結しているが、これらをさらに実質化する。さらに、東アジア地域（韓

国、中国など）との学生交流協定の締結を行う。」に係る状況 

 

東アジア地域では、

18 年度に韓国・啓明

大学と学生交流協定

を締結し、交換留学

生の派遣・受入事業

や学生の課外活動の

交流などが始まった

（資料 3-1-6-1-1）。

また、19 年度にモン

ゴル・人文大学と学

術交流協定を新たに

締結し、両大学間の

教育・研究面での共

同事業の実施に向け

て体制が整いつつあ

る。中国・東北財経

大学とは、17 年５月に学生交流協定、19 年度には、教員の受入事業に関わって

覚書を交わし、訪問研究員の受入を開始した。 

タイ・チェンマイラジャパット大学とはスタディツアーの相互受入、メキシ

コ・グアナファト大学、米ミシガン州立大学、豪・ディーキン大学、ベトナム・

ハノイ教育大学との間では、学生・教職員の相互訪問が活発化している。また、

ベトナムやマレーシア等において新たなパートナーを開拓すべく、調査・検討

を開始した。 

 

      b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

16年以降、韓国、ベトナム、メキシコ、モンゴルの大学を新たに加え、８カ国10

大学及び２つの大学コンソーシアムと学術協定・学生交流協定を締結するに至った。 

交流協定校との交換留学制度（派遣・受入）及び海外研修科目、課外活動の拡充

も順調に進み、参加学生も増加傾向にある。 

今後、東アジアでは、ベトナムとマレーシアの大学と学術・学生交流協定締結

に向けての準備を進めている。 

 

○小項目７「留学生の受け入れ及び卒業後のケア体制を充実する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画７－１「留学生の受け入れ体制を整え留学の経済的基盤をふくめた生活面全般

にわたる、ていねいな指導・相談・支援体制の充実を図る。」に係る状況 

 

留学生の受け入れや生活・経済的支援（資料 3-1-7-1-1）としては、国際セン

別添資料 3-1-6-1-1

（出典：学術国際課国際企画係資料） 
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ターの留学生支援部門に日

本語担当と留学生担当の専

任教員２名を配置した。ま

た、従来のチューター制度

に加え、サポーター制度を

整備し、留学生の学習・生

活支援に努めている。なお、

サポーター制度は定着し、

日本人学生・留学生の両方

から問い合わせや応募が増

加している。 

また、留学生の民間宿舎

への入居に際し、保証人確

保の困難さなどを考え、本

学による機関保証を実施し

た。 

健康管理面の支援として

保健管理センターでは、健

康支援体制の整備計画に基づいて、健康診断の充実、英語によるカウンセンリ

ングを含む健康相談体制の充実を図っている。 

 

    計画７－２「留学生の受け入れを促進し、留学生ネットワークの結成を目指す。」

に係る状況 

 

留学生の受入を促進するために、パンフレットの作成やホームページの充実、

国内の日本語学校等での留学説明会を実施し、また、モンゴル・人文大学や中

国・東北財経大学等の交流協定校で本学への留学説明会を実施している。 

18 年度より、卒業・帰国後に各界で活躍する元留学生を本学に招待するプロ

グラムを開始し、18 年と 19 年にメキシコ、タイ、マレーシア、ベトナムから計

４名を招待した。19 年度には、マレーシア在住の元留学生の同窓会組織の立ち

上げに協力し、データの提供等を通して活動を支援している。このような活動

を広げるべく、同窓生向けのホームページを開設し、交流の場の提供を行って

いる。（別添資料 3-1-7-2-1 p22） 

 

      b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

留学生の学習・生活支援では、日本語の授業、補習の整備を進め、また、留学生

後援会基金の一時貸し付けや住宅賃貸の機関保証の制度的整備を行い、さらに、国

費・民間の奨学金獲得のための相談支援体制の整備に努めている。 

卒業生との関係強化を図るため、卒業生名簿の整理、卒業生の招聘、海外の同窓

会結成に向けた支援等を実施している。 

なお、より多様なバックグランドを有する優秀な留学生の獲得を目指して、交流

協定校での説明会を実施し、国内の諸機関での留学説明会へ積極的に参加した結果、

留学生数は増加傾向にある。 

 

○小項目８「学生教育の国際化を促進するため、語学及び異文化理解に関する学部教

育の改革を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

資料 3-1-7-1-1

（出典：滋賀大学国際センターホームページ 
（ http://sui.shiga-u.ac.jp/support/student/life/in
dex.html）） 
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    計画８－１「英語による講義プログラムの改善を図り、魅力ある東アジア・環太平

洋地域に関するプログラムを開発し、学生の短期留学を促進する。」に係る状

況 

 

経済学部で開講してきた Japanese Economy and Business と Japanese Popular 

Culture を 19 年度より国際セン

ターに移行し、より充実させる

ための担当教員（特任）の採用

や講師のための予算的処置を行

い、体制の整備を図った（資料

3-1-8-1-1）。また、受入・派遣

両面での留学生の増加を視野に

入れて、日本を含む東アジア・

環太平洋地域に関する英語によ

る授業の拡充を図るため のフ

ァカルティデベロップメントや

カリキュラム作成、教材開発に

関する共同プロジェクトの実施

に向けてディーキン大学の関係

部署と協議した。 

教育学部学校教育教員養成課

程の国際理解教育コースでは、

海外（タイ国：チェンマイ・ラ

ジャパット大学）での実習体験

を通して、国際理解教育を学ぶ

授業「国際理解教育実習Ⅰ」を開講している（前述「資料 1-2-2-6-1」p17 参照）。 

 

    計画８－２「日本人学生と留学生による交流プログラムを開発する。」に係る状況 

 
「学長と留学生との交歓会」、「学部長と留学生との懇親会」（教育学部）、「学

部長と語る会」（経済学部）等を実施し、留学生と日本人学生、教職員が交流す

る機会を設けている（別添資料 3-1-8-2-1 p23）。18 年度より、インターンシ

ップ及びボランティア活動として認定できる活動として留学生チューター、サ

ポーター制度を始め、留学生と日本人学生の交流を推進している。その結果、

サポーター制度は定着し、日本人学生・留学生の両方から問い合わせや応募が

増加した。留学生は会話のパートナーを求め、日本人学生は外国人の知り合い

を求める傾向が表れ、双方の交流が深まっている。 

 

    計画８－３「現在、単位化されている 1ヶ月未満の短期プログラムは 3種あり、毎

年 30 名程度の学生が海外体験を行っている。この事業を継続すると共に、その

内容の充実を行う。」に係る状況 

 

ミシガン州立大学夏期語学研修、タイ・エコスタディツアー、オーストラリ

ア研究に加え、17年度より中国・東北財経大学で中国語研修（別添資料3-1-8-3-1 

p23）を開始し、これらを海外研修科目として単位化した。18 年度にこれらのプ

ログラムに参加した学生の総数は、68 名である。また、19 年度より韓国・啓明

大学で韓国語・文化研修プログラムも開始した（別添資料 3-1-8-3-2 p24）。多

くの学生の参加を得るため、海外留学・研修報告会や国際センターのホームペ

ージなどを通して、広報活動に努めている。また、メキシコ・グアナファト大

学でのスペイン語研修プログラムの開始に向けて準備を進めている。 

資料 3-1-8-1-1  英語による授業 

 
（出典：滋賀大学国際センターホームページ
（キャンパスの国際化） 
（ http://sui.shiga-u.ac.jp/support/abroad/cam
pus/english.html）） 
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      b)「小項目８」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

経済学部で開講してきた、ミシガン州立大学連合日本校の学生も参加する

「Japanese Economy and Business」のより一層の充実を図るために意見交換を行な

い、国際センターが主体となって実施することとなった。また、日本人学生と留学

生の交流は、交歓会や学園祭等のイベントが中心であったが、チューター、サポー

ター制度の整備によって、交流の機会はさらに増加している。 

教育学部の国際理解教育コースでは、言語などを中心としたカリキュラムを通じ、

異文化を尊重・理解し国際的視野をもつ人間を育てるための理論と方法について学

び、また、外国籍の児童生徒の学習支援活動などに参加し、実習を行う授業「国際

理解教育実習Ⅰ」を開講するなど異文化理解に関する教育を進めている。 
短期プログラムは、国際センター開講の「海外研修科目」として5つのプログラ

ムが単位化され、参加学生の総数は増加傾向にある。現在、メキシコとモンゴルで

の実施に向けて、交流協定校と情報・意見交換が行われている。 

 

○小項目９「国際交流協定締結校との国際交流を滋賀大学の特徴を生かしつつ、一層

多面的かつ実質的に進め、新たに近隣諸国との協定締結を模索する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画９－１「ディーキン大学、ミシガン州立大学、チェンマイ大学、プリンス・オ

ブ・ソンクラ大学、湘潭大学、東北財経大学、啓明大学とはこれまでの交流を

一層発展させ、研究者交流、共同研究、学生交流を進める。」に係る状況 

 

学術・学生交流協定の締

結や更新を行うとともに、

新たな協定の締結に向けて

情報収集や現地訪問等を通

して準備を進めている。 

18 年度より職員の海外研

修プログラムを開始し、交

流協定校への職員派遣を行

っている（資料 3-1-9-1-1）。

また、交流協定校からの職

員研修の受入、訪問・招聘

研究員の受入、学生のスタ

ディツアー・課外活動の受

入を積極的に行っている

（ 別 添 資 料 3-1-9-1-2 

p24）。18 年 11 月には、韓国・

啓明大学日本学科の学生が

本学を訪れ、日本語による

演劇を上演するとともに、

教育学部・経済学部での授

業に参加するなど本学学生

との交流を深めた。 
19 年度に学術交流協定を

締結したモンゴル・人文大

学との間でも新たに教員の相互交流を実施した。 

資料 3-1-9-1-1

 
（出典：滋賀大学国際センターホームページ 
（http://sui.shiga-u.ac.jp/topic/?d=200612）） 
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    計画９－２「特に工業化が進行する東アジア地域との交流を深め、これまでの貢献

や人的資源（財政、金融、リスク、環境、教育等）を活用し、本学の経験を総

合的に分析し、その成果を発信する。」に係る状況 

 
タイのチェンマイ大学

とチェンマイ・ラジャパ

ット大学及びベトナムの

ハノイ教育大学を中心と

したアジア太平洋地域と

の環境教育と障害児教育

を通した交流を、アジア

太平洋友好プロジェクト

の主要な活動の一つとし

て 実 施 し た （ 資 料

3-1-9-2-1）。これらの活

動は、滋賀大学研究フォ

ーラム等で研究成果等の

発表・発信を行っている。 

また、中国の東北財経

大学との学術交流は、16

年度には両大学にそれぞ

れのリエゾンオフィスを開設し、リスク研究センターの重点プロジェクトであ

る大連経済技術開発地区への進出日本企業に関する調査研究は、大いに前進し

た。特に、17 年度からスタートした「東アジア経済研究」プロジェクトについ

ては、日中両国でシンポジウムを開催するとともに報告書として公刊するなど、

外部への発表・発信に努めた。（別添資料 2-1-3-1-1 p15） 

 

      b)「小項目９」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

学生交流では、これまでの交換留学制度による派遣・受入、短期研修プログラム

の他にもスタディツアーや課外活動での交流も始まった。 

教員による教育・研究活動も、環境教育やリスク研究等の分野で、学部や附属教

育・研究施設などが共同研究やセミナー等を行っている。 

交流協定校との職員交流も活発化しており、短期・中期、個人・グループでの派

遣・受入、研修・視察等、より多様な交流が実施され、今後も増加することが予想

される。 

本学の特徴を活かし、教職員や学生のニーズに沿った形での国際交流の活発化に

向けて、交流協定校の開拓に向けて準備検討を行っている。 

 
○小項目１０「若手研究者の留学機会を拡大すると共に、国際学会、国際シンポジウ

ムへの派遣及び滋賀大学での開催を進める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画１０－１「国際交流事業基金の中に、若手研究者を派遣する事業の創設を検討

する。」に係る状況 

 

国際交流事業基金のなかでの若手研究者を派遣する事業の創設については、

19 年４月に発足の「滋賀大学教育研究支援基金」の事業として、具体的な支援

資料 3-1-9-2-1

 
（出典：滋賀大学ホームページ（新着情報） 
（http://www.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=topics:402&r=0）） 
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事業の検討を進めている（別添資料 3-1-5-2-1 p22）。 

 

    計画１０－２「国際会議を開催する場合の特別の支援機構・制度の構築を検討す

る。」に係る状況 

 

国際センターでは、研究推進部会及び学部と協力して、「滋賀大学・中国東北

財経大学シンポジウム」（18 年９月、20 年１月）を開催した（別添資料 3-1-10-2-1 

p25）。 

今後においても、国際センターの教育研究支援部門を中心に、各学部等の研

究支援部門が協力して全学的な体制で、国際会議等の開催を支援することとし

ている（別添資料 3-1-10-2-2 p25）。 

 

      b)「小項目１０」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 

若手研究者の留学機会を拡大するため、19 年４月に発足の「滋賀大学教育研究

支援基金」の事業として、具体的な支援事業の検討を進めている。また、国際会議

等の開催を、国際センターの教育研究支援部門を中心に各学部等の研究支援部門が

協力して全学的な体制で支援することとしており、18・19 年度には、「滋賀大学・

中国東北財経大学シンポジウム」を開催した。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 

社会との連携については、本学独自の資格である「環境学習支援士」養成プロ

グラムがある。19 年度末において、24 名の資格取得者が誕生し、学校や地域にあ

って、環境問題の解決に取り組むリーダーとして活躍が期待されている。 

また、彦根市に拠点を有する国公私立３大学と彦根市、彦根商工会議所及び大

型商業施設の６者により「大学を生かした地域活性化のための包括協定」を締結し、

事業の一環として「大学サテライト・プラザ彦根」を設置し、大学教育改革プログ

ラムに採択された事業「地域活性化プランナーの学び直し教育推進プログラム」の

講座を開設するなど、大学が有する知を地域に還元している。さらに、彦根城築城

400 年祭記念滋賀大学協賛事業など、積極的に社会貢献を推進し、地域のニーズに

応えた。学生の地域社会への参加の成果として、世界 50 ヶ国の大学が「地域貢献

プロジェクト」の達成度を競い合う SIFE 国内大会で滋賀大学チームが優勝し、日

本代表として世界大会に出場した。 
国際交流については、18年4月に発足した国際センターが、効率的に国際的な教

育研究活動や業務を推進している。16年以降、韓国、ベトナム、メキシコ、モンゴ

ルの大学を新たに加え、８カ国10の大学と２の大学コンソーシアムと学術協定・学

生交流協定を締結するに至った。学生交流や職員の交流、教員による教育・研究活

動も活発に進み、短期・中期、個人・グループでの派遣・受入、研修・視察等、よ

り多様な交流が実施された。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．学生の地域社会への参加については、世界 50 ヶ国の大学が「地域貢献プロジ

ェクト」の達成度を競い合う SIFE 国内大会で滋賀大学チームが優勝し、日本代

表として世界大会に出場するなどの成果がでている。（計画３－２） 
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   (改善を要する点) 

１．本学の特色としている、独自資格「環境学習支援士」が、滋賀県のみならず全

国で通用する資格となるよう努めていく。（計画１－１） 

 
   (特色ある点) 

１．学校や地域で先頭に立ち環境問題の解決に取り組むリーダーの養成を意図して

構想された、本学の独自資格「環境学習支援士」は、17 年４月から養成プログ

ラムを開始した。19 年３月に第一期生として 10 人、20 年３月には、14 名の環

境学習支援士を誕生させた。資格を得た環境学習支援士は、教育現場のほか、

社会教育施設、環境民間活動団体(NGO)の専門的な助言などを行える指導者とし

て活躍が期待されている。（計画１－１） 
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